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は じ め に

インドネシアにおいて長くつづいていた権威

主義的開発体制のもとで展開していた排除的コ

ーポラティズムは，団結権の確立と民主化の動

きの中で終焉し，今日，労働組合は活発な活動

を続けている。一方，企業による労組活動への

妨害も後を絶たず［水野２００２］，さらに不安定

化した労使関係が，インドネシアからの外資の

逃避ないしそれへの投資減少の理由にあげられ

ることも多い。はたして，民主化に向かうイン

ドネシアにおいて，それまで存在していた（と

考えられていた）国家による強い規制の元にお

ける�安定した労使関係�から，団結権や交渉

権が確立した上でも労使の利害の調整が可能で

労働者の福祉を向上させ得る労使関係への移行

が可能であろうか。

この利害の調整のため重要な制度が労使紛争

処理制度であろう。ところで，労使紛争処理制

度には，ドイツのように法律によって労働者の

経営参加が保証されることにより事前に労使紛

争に対処し，非常に高い頻度で労働裁判所に対

する訴訟が行われ，裁判所の斡旋とともにその

判決によって問題解決を図ることにより事後的

な対処をする制度がある。この制度のもとでは，

労働裁判所を頂点とする法的枠組みが確立し，

いわば�法の支配�が優先しているといえる。

一方，日本のように職場におけるインフォーマ

ルな交渉制度が事前に紛争に対処し，紛争が表

面化した後も，団体交渉等を通じる労使の交渉

により問題の解決を図り，両者を拘束する労働

委員会による仲裁決定や裁判所の判決に依存す

る割合が非常に少なく，その解決方法は法的枠

組みの中にあるとはいえ，当事者間の話し合い

に著しく依存する制度が考えられる［Hanami and

Blanpin１９８４］。また，国家による介入の度合い

の非常に強い制度と，労使の自主的解決が重ん

ぜられる制度もある［Deery and Mitchell ed. 1993,

2―3］。

インドネシアの労使紛争処理制度において

は，特に１９５７年労働紛争調整に関する法律第２２
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号からムシャワラー（Musyawarah，合議の原

則）（注１）が強調され，この傾向はスハルト政権

に入って後，パンチャシラ（建国の五原則）が

強調されるに従い一層強まった（注２）。スハルト

体制下，パンチャシラ労使関係（Hubungan In-

dustrial Pancasila）の概念が唱えられ，合議・

全員一致の原則（ムシャワラー・ムファカット：

Musyawarah Mufakat）のもとでは，当事者が

合議をつくして全員一致に至るよう努力するべ

きであるとされた。そのため，ストライキなど

の方策は極力避けられなければならないとされ

た（注３）。

一方，インドネシアでは１９５０年代初めより，

国家が労使紛争に積極的に介入する制度が維持

され，それは今日の労使紛争処理制度の基本と

なっている１９５７年法律第２２号や，民間企業にお

ける解雇に際しての企業による政府の許可取得

義務を定めた１９６４年法律第１２号によって規定さ

れている。

ところが，１９９７年の通貨危機以降のインドネ

シアの民主化と改革の流れの中，IMFと世銀

の主導により，社会の多くの部門で�法の支配�

が強調され，多くの制度改革が行われるなか，

労働法と労使関係においても多くの変革が試ま

れている。その中心に，団結権確立の実体化で

ある労組法（２０００年法律２１号）および，２０００年

５月に国会上程された�労使紛争処理に関する

法案�（RUUPPHI）と�労働力育成保護法案�

（RUUPKK）がある。これらは２００２年９月に国

会を通過し，大統領によって署名される予定で

あったが，９月の労働組合の大規模な反対運動

および企業の反対にあい，国会通過が延期にな

った。１０月以降，再度，各界の意見を入れて法

案の改正がなされている。

これらの新法案は，インドネシア史上初めて

�労使紛争裁判所�を設け，またこれまでの制

度の核であった労働紛争調整委員会を廃止し，

企業による解雇許可取得義務制度も当初，原則

廃止することを規定していた。いわば，インド

ネシアの制度が一気に�法の支配�と�国家の

不干渉�の原則の元にある制度に移行するかの

印象もある。

本稿は，この最近の制度変化の意義を考える

ため，今日の労使紛争処理の実態について検討

する。国家の介入が所期の成果をもたらすかど

うかは，介入の度合いもさることながら介入の

�質�が重要であろう［Burdham and Udry 1999,

223―224］。同様に，法的枠組みが確立し法の支

配にもとづいた制度がよく機能するのか，ある

いは�協議�を重視する制度がうまく機能する

のかも，それらの制度の�質�がどのようなも

のであるのかによって規定されよう。そうなら

ば，当然ながら一概に労働裁判所を頂点とする

制度が望ましいとも，あるいは�協議�を重視

する制度が望ましいともいえまい。

結局，新しい制度が成果を生むかどうか，あ

るいはこれまでの制度が成果を生んだのかどう

かは，これを取り巻く諸条件や主体の考え・行

動，実際の運用を検討し，制度の�質�を考え

ることによってしか解明できまい。本稿は，こ

のような問題意識から，これまでのインドネシ

アにおける労使紛争処理制度の実際の運用を，

特に�協議�の�質�に注目しつつ，労働紛争

の現実の展開過程に基づいて検討しようとする

もとのである。

これまでのこの分野における先行研究として

は，Soepomo（１９７５）が制度の概観を植民地期

から雇用契約法との関連で論じており，Hartono
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and Judiantoro（１９８９）は，１９８０年代の政府政

策をふまえて法律を解説している。Deery and

Mitchell ed.（１９９３）は，アジア８カ国の労働法

と労使関係を論じ，各章は労使紛争処理制度の

概説と労使紛争処理機関の受理件数などを各国

別に紹介しているが，インドネシアは論じられ

ていない。神尾（２００１）は，フィリピンなどと

の比較においてインドネシアの紛争処理制度に

ふれている。また，Soepomo（１９７８）や Yayasan

Sosial Wijaya Kusuma Semarang（１９８０）は労

働紛争調整委員会の仲裁決定などの決定集やそ

の解説である。このように，制度や法律の解説

等はこれまで存在したが，制度とその運用につ

いて制度の質を紛争具体例を検討することによ

る研究はこれまで例がない。他方，スハルト期

の労使紛争の研究としては，Hans et al.（１９８２）

が紛争への軍の関与や弱体な労組を論じ，Suz-

iani（１９９９）が運動靴製造企業における女性労

働者の労働条件などとの関連を論じている。こ

れらに対し本稿は，労使紛争処理制度の実際に

焦点を合わせ，制度の�質�を論じようとする

ものである（注４）。

本稿は，本節につづく第Ⅰ節で，基本的には

１９５７年法律第２２号および１９６４年法律第１２号に基

づく，現在の労使紛争処理制度を概観する。そ

して，激烈な労使紛争から６６７人もの大量解雇

に至ってしまった A社の事例について，第Ⅱ

節で紛争を概観し，第Ⅲ節でその特質と�合議�

の質について考察する。第Ⅳ節では，�合議�

を支える制度と運用について考える。第Ⅴ節は

結論を述べる。

Ⅰ 解雇許可制度と労働紛争調整委員会

を核とする労使紛争処理制度

１．１９５７年労働紛争調整に関する法律第２２号
――労働紛争調整委員会とストライキ

１９５７年法律第２２号は，労使双方の交渉による

問題解決を強調し，問題解決のための主要な方

策は合議（permusyawaratan）にあるとしてい

る。労働者側として交渉できるのは労働組合に

限られ，労使双方による合議を義務づけたので

ある。交渉がまとまらないときのため任意仲裁

（arbitrage）の制度が用意された。ただし，任

意仲裁制度を利用しないとき（実際には，今日，

この制度が利用されることはほとんどない），両者

ないし一方の当事者により，労働省係官にたい

し，書面で，通知されなければならない。労働

省係官は，書面を受け取った後，調査を行いそ

して調停（perantaraan）を行う。すなわち，強

制調停の性格をもつ。係官は勧告（anjuran）

を出すことができ，一方ないし双方の当事者が

これを受け入れなかったとき，係官は問題を

地方労働紛争調整委員会（Panitia Penyelesaian

Perselisihan Perburuhan Daerah，略して P４D）

に移さなければならない。地方労働紛争調整委

員会は，両者が和解ないし合意するようすぐに

調停に入らなければならず，勧告を出すことが

できる。労使が合意に達したとき，労働協約を

締結し，この協約が法的拘束力をもつことにな

る。地方労働紛争調整委員会は，勧告によって

は問題を解決できないとき，両者を拘束する仲

裁決定を下すことができる。すなわち，強制仲

裁である。この勧告および決定を下すに際し，

委員会は，法律，契約や協約，慣行，公正さお

インドネシアにおける労使紛争処理制度とその紛争事例
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よび国家の利益を考慮するとされた。労働紛争

調整委員会は，政労使三者各々５名よりなり，

委員長は労働省代表委員が兼任する。

地方労働紛争調整委員会の仲裁決定にたいし，

労使の一方ないし双方は，１４日以内に中央労働

紛争調整委員会（Panitia Penyelesaian Perselisihan

Perburuhan Pusat，略して P４P）に対して再審

を請求できる。中央労働紛争調整委員会は強制

仲裁決定を下す。労働大臣は中央労働紛争調整

委員会の強制仲裁決定に対して，１４日以内に拒

否権を行使する，ないし執行の延期を命ずるこ

とができる。

労使の合議を優先することから，ストライキ

やロックアウトの実施にあたっての条件として，

充分に合議を行ったのかという点が問われる。

すなわち，労働省担当官の調停のもと労使紛争

の主要問題に関し労使が充分に議論を尽くした，

あるいは，他の当事者により交渉の要請が本当

に拒否された，あるいは過去１週間の間に係争

中の問題に関して他の当事者への交渉の呼びか

けが２度実を結ばなかった，ということが説明

されなければならない。地方労働紛争調整委員

会は，申請書を受け取ってのち７日以内に，行

動を起こそうとする組合ないし企業に対してそ

の委員長が文書受領書を与える。そして，組合

ないし企業はこの，受領日付が記載された文書

受領書を受け取って後，初めてストライキなど

の行動を起こすことができる。この規定を守ら

ずに行動を起こした組合や企業の長は刑罰を受

けることになっている。また，必要があると認

められたととき，地方・中央労働紛争調整委委

員会は，調査（enquête）の実施を命令するこ

とができる。調査期間中は，当事者はストライ

キやロックアウトを行うことができず，これに

違反した場合も刑罰をうける。

以上から，この１９５７年法律第２２号は，労使間

の交渉を優先しているものの，それが成功しな

いときの強制調停と，これが問題解決しないと

きの強制仲裁を規定しており，政府の介入の度

合いは強いといえた。

以上のような政府の強い干渉を一層強めたの

が，１９６４年民間企業における雇用関係の終了に

関する法律第１２号（注５）が定める民間企業におけ

る解雇許可制度であった。

２．１９６４年民間企業における雇用関係の終了
に関する法律第１２号――解雇許可制度

上記の１９５７年法律第２２号が労働組合と企業の

間の紛争に関する法律であったのに対し，この

法律は，労働組合のみならず，組合に属さない

個人と企業との関係も規制した。すなわち，１９６４

年法律第１２号は，企業に最大限，解雇を避ける

努力をするよう義務づけ，解雇する場合，労働

組合と，また労働者が組合に属していないとき

労働者個人との間で合議を行うよう義務づけて

いる。そして，合議が不調に終わった場合，企

業は地方労働紛争調整委員会から解雇の許可を

得るよう，また被解雇者が１０人以上の場合，中

央労働紛争調整委員会から許可を得るよう義務

づけられた。企業は，文書で解雇の請求とその

理由を労働紛争調整委員会に提出しなければな

らない。労働紛争調整委員会は，解雇について

被解雇者との間で充分合議したが不調に終わっ

た旨を示したときにのみ，企業の申請を受け付

けるとした。労働紛争調整委員会は，労働市場

の状況や企業および労働者の利益を考慮して，

決定を迅速に出さねばならない。また，解雇の

許可を出すとき，企業が労働者に対して解雇一

時金（uang pesangon），功労金（uang jasa）お
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よび補償金（uang ganti kerugian）など（注６）を

払うよう義務づけるとした。地方労働紛争調整

委員会の決定に対し，１４日以内に当事者は，中

央労働紛争調整委員会に控訴できる。この，法

律は，３カ月の試用期間にある労働者を除き，

日給や出来高払いなどどのような給与形態のも

とにある労働者にも適用されるとしている。

この法律の施行細則を通達した，１９６４年の

�民間企業における雇用関係の終了に関する法

律の施行に関する指令 No.9/Inst./64（注７）�は，

雇用関係の終了に際し，許可を取る必要のある

のは解雇しようとする企業に限られること，有

期労働契約について契約期限が終わったものは

法律による雇用関係の終了であり許可取得の必

要がないこと，解雇について労使の合意のある

ときも許可取得の義務があること（注８）を定めて

いる。また，労働組合員であることやその活動・

および時間外の労組活動，さらに企業の許可の

もとにおける時間内の労組活動を理由とした解

雇請求，また思想信条や，労働問題に関した政

府などへの訴えを理由とした解雇請求には許可

が出されないことも決められた。

また続けて出された１９６４年法律第１２号の施行

指令 No.15/Inst./64は，労働者が法律違反を行

ったり企業に損失をこうむらせた場合は，解雇

の許可は与えられるとした。その場合として，

窃盗，企業家・その家族・同僚に対する暴行，

意図的ないし過誤による企業財産の破壊などを

挙げていた。また，解雇にあたって企業が労働

者に支払うべき一時金などに関し，労働者が非

常に重い過失を犯したとき，解雇一時金，功労

金，および補償金のいずれも支払われる必要が

なく，過失が充分重いとき，解雇一時金のみを

与えるとし，さらに，その他の解雇に際しては，

解雇一時金，功労金および補償金などを与える

べきだとしていた

３． スハルト期における修正――パンチャシ
ラ労使関係と紛争処理手続きの規定化

今日のインドネシアにおける労使紛争処理制

度は上記の二つの法律をその柱としているが，

上記２法律制定後，幾つかの重要な制度の変更

が行われている。最も重要な制度変更は，１９８６

年行政裁判所に関する法律第５号（注９）によって

規定された。これにより中央労働紛争調整委員

会の決定は，１４日以内に行政裁判所に控訴でき

るとされた。行政裁判所の決定は最高裁判所に

控訴できるので，迅速な解決をうたっていたこ

の制度のもとでも，最終決定まで何年もかかる

事例がでることになった。

１９７４年パンチャシラ労使関係（Hubungan Per-

buruhan Pancasila）に関するセミナーは，イン

ドネシア労使関係のイデオロギーを定め，開発

を推進するため，労使は，企業や産業，労働者，

地域社会，国家，および神に対し責任を負い，

パンチャシラの五原則や相互扶助，およびパー

トナーシップに基づくパンチャシラ労使関係を

発展させなければならないとした。１９８５年の労

働力大臣決定 No. Kep- 645/Men/1985（注１０）は，

パンチャシラ労使関係（Hubungan Industrial Pan-

casila）の指針をさだめた。これによると労使

間のムシャワラー・ムファカットすなわち合議・

全員一致原則を強調して，労働紛争調整制度と

して企業内の不満処理メカニズム，労働調停官

による調停によって合意形成が図られるべきと

され，やむなく労働紛争調整委員会に持ち込ま

れても委員会は両者の合意形成に努力すべきで

あるとされた。

１９８６年雇用関係の終結方法と，解雇一時金，

インドネシアにおける労使紛争処理制度とその紛争事例
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功労金および補償金の決定に関する労働力大臣

決定 No. Per-04/Men/1986（注１１）は，企業が労働

紛争調整委員会より解雇の許可をとる必要のな

いケースとして，労働者が書面によって退職を

申し出たとき，就業規則で定められている定年

に達したとき，という規定を新たに加えた。ま

た，労働者が続けて６日間，正当な証拠を付し

た書面の提示なしに欠勤した場合，労働者は自

主退職したものと見なすという，重要な解雇理

由が加わった（注１２）。この規定は，民間企業にお

ける雇用関係の終了と解雇一時金，功労金およ

び補償金の決定に関する労働力大臣規則 No. Per

-03/Men/1996（注１３）によって，５日間，企業が

呼び出したにもかかわらず，正当な証拠を附し

た書面なしに欠勤した場合，労働者は自主退職

したものと見なす，と変更された。

１９８６年�時間外勤務手当，ストライキ，有期

労働契約，解雇および企業地位ないし所有の変

更の諸ケースに特に直面した労使紛争根絶の一

般指針および指示に関する労働力大臣決定 No.

Kep. 342/Men/86�（注１４）は違法スト対処の方策

を示した。企業は，違法ストを中止させる方策

として，スト中の労働者に対して，特定時期ま

でに職場復帰し，職場復帰する用意のある旨を

記した書面に記入するよう掲示する，職場復帰

の意志を示さないということは雇用関係の継続

の意志がなく，職を必要としていないというこ

とを意味すると考えるとした。このような方法

で，合議・全員一致の達成を目指し，これに成

功しないとき，労働紛争調整委員会の決定をま

つため問題を労働力省担当官にゆだねることと

した。また，企業は，その調整に地方政府，警

察，地区軍（Kodim）と協力してあたると規定

され，軍の関与が合法化された。１９９４年の，企

業レベルの労使紛争処理と雇用関係の終了およ

び仲裁の指針に関する労働力大臣決定 No. Kep.

15 A/Men/1994（注１５）は，１９８６年労働力大臣決定

No. Kep-342/Men/86を無効とし，違法スト対

処に際する警察や地区軍（Kodim）の関与とい

うこれまでの規定をはずした。ただし，労働力

省労働力保護労使関係育成局長名の回状（注１６）は，

労働力大臣決定 No. Kep. 15 A/Men/1994は，

違法ストに対処する際に治安当局の関与は否定

されるべきものではないとした。

上記の規定からも，解雇に際しては基本的に

労働紛争調整委員会からの許可が必要であると

されていることが明白であり，また利益紛争は，

労働紛争調整委員会が担当すべきであるとする

解釈が一般的である。ただ，権利紛争に関して

は，その委員が裁判所の判事の要件を満たすも

のではないことから労働紛争調整委員会が扱う

ことには異論があり，地方裁判所が扱うべきだ

とする解釈が多くなされていた（例えば Soepomo

（1974, 142―147））。これに対し，１９８８年の労使紛

争防止および処理に関する行動指針についての

労働力大臣決定 No. Kep-120/Men/1988（注１７）は，

地方裁判所を通じた解決方法は，緊張関係を長

引かせるので極力避けるべきであるとし，企業

内の上司との間の話し合い，企業内の労使の話

し合い，労働力省係官を交えた話し合い，労働

紛争調整委員会を通じた解決の方策を詳細にし

めした。

政府は，１９９４年まで全インドネシア労働組合

（SPSI。１９７３年から８５年までは全インドネシア労働

者連合〔FBSI〕，９５年に全インドネシア労働組合

連合〔FSPSI〕と名称変更）しか認めず，１９９４年

になってはじめて１年以内に同連合に属すると

いう前提で，同連合に属さない企業レベルの労
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組の結成を認めた。実際には，多くのストライ

キが特に１９８０～８３年および９０年代はじめより実

施され，ほとんどが違法ストでありまた多くが

全インドネシア労働組合連合以外の組織や集団

によって実施された［Hadiz１９９７；宮本２００１；

水野２００２］。これは企業とこれら集団との敵対

的関係を生む原因となった。

４． 民主化期――２０００年労組法

スハルト大統領退陣後，２０００年労働組合に関

する法律第２１号（注１８）が作られた。これにより，

従来からの労組員であることやその活動を理由

とした解雇禁止に加え，降格，配置転換，賃金

の不払いや減額，あらゆる形態の脅迫，さらに

労組結成反対キャンペーンという方法を用いた，

労組結成の有無，組合員や役員になる・ならな

い，労組活動の有無に対する強制や妨害を何人

たりとも行ってはならない，と規定された（第

２８条）。また，労働組合や組合連合等の結成は，

企業・政府・政党その他の圧力や介入なしに，

労働者や組合の意志に基づいて行われると規定

された（第９条）。

また，１９９８年５月，労働組織登録に関する労

働力大臣規則 No. Per-05/Men/1998（注１９）により

労組登録要件が大幅にゆるめられ，２０００年労働

組合に関する法律第２１号のもとでは，労組結成

届け出制になった。これらの結果，多数の労働

組合中央組織さらに企業レベルの組合が結成さ

れるに至った［Arief１９９９］。ただし，全インド

ネシア労働組合連合の系譜を引く組合以外の新

しい組合と企業の関係はしばしば敵対的である

［水野２００２］。

また，民間企業における雇用関係の終了と解

雇一時金，勤続報奨金（uang penghargaan masa

kerja）および補償金の決定に関する労働力大

臣決定 No. Kep-150/Men/2000（注２０）は，５日間，

企業が書面で２回呼び出したにもかかわらず，

正当な証拠を付した書面なしに欠勤した場合，

企業は，雇用関係終了の手続きを開始すること

ができるとした。

２０００年以来国会で議論されてきた�労使紛争

処理に関する法案�と�労働力育成保護法案�

は，２００３年３月の本稿執筆時点では，�労働力

育成保護法案�が�労働力法�（Undang-undang

tentang Ketenagakerjaan）として成立しつつあ

るが，�労使紛争処理に関する法案�が未成立

である。したがって，現時点では１９５７年法律第

２２号および１９６４年法律第１２号を柱とする制度が

生きている，

では，このような諸法令のもと，労使紛争は

どのように処理されてきたのであろうか。

Ⅱ A社と労使紛争の概況

１． A社の概況

A社は，１９７０年代に設立された金属加工部

門の企業で，ジャカルタ首都特別州西ジャカル

タ市に位置し，現在，金属製家庭用品を製造

し，２０００年時点で製品の７０％を輸出した。２０００

年時点の従業員約２０００人である。１３社を擁す

る Bグループに属する。A社は，華人系イン

ドネシア人所有の国内資本企業であるが，Bグ

ループ企業の多くはスハルト元大統領親族が一

部所有することで知られている。グループ企業

には，全インドネシア労働組合連合金属電気

機械産業労組支部や同組合連合化学エネルギー

鉱業産業労組支部などが存在する。すべて全

インドネシア労働組合連合傘下産別労組支部で

あり，１３社とこれら労組は統一労働協約を締結

インドネシアにおける労使紛争処理制度とその紛争事例
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している。

A社においては，１９７０年代より，全インド

ネシア労働組合連合金属電気機械産業労組

A社支部（Pimpinan Unit Kerja Serikat Pekerja

Logam, Elektoronik dan Mesin Federasi Serikat

Pekerja Seluruh Indonesia PT. A, 略してPUK

SPL EM―FSPSI PT. A,１９７０年代は全インドネシア

労働者連合金属窯業産業労組 A社支部 PUK SBLK

FBSI PT. A，現在の名前になるのは９５年から）が

存在し，２０００年３月までこの組合しか存在しな

かった。

筆者による A社の全インドネシア労働組合

連合金属電気機械産業労組支部組合員に対する

アンケート調査結果（配布２５０人，回収１７２人，２００１

年４～５月に実施，組合を通じて配布・回収）に

よると女性従業員比率は４１．３％で，平均年齢は

３２．５歳，平均勤続年数は１０．３年，既婚者比率は

７７．３％，高卒以上者の比率は４５．４％，２００１年３

月の平均賃金は７７万９８７２ルピア（残業手当を含

む）であった。ちなみに，このときの月額法定

最低賃金額は４２万６２５０ルピアであった。

２． 労使紛争の概況

スハルト大統領退陣後の２０００年，他の多くの

企業と同じように，それまで企業内に一つしか

なかった労働組合以外の別の労組が結成された。

同年４月，同社から遠くない場所に全国組織の

本部がある友愛自由労組（Serikat BuruhMerdeka

Setiakawan，略して SBMSK）に属する組合が A

社に結成されたのであった。

友愛自由労組は，スハルト体制下の１９９０年に，

それまで一つしかなかった全インドネシア労働

組合の産別組織関係者および NGOの活動家な

どにより結成され，労組登録申請を政府に行っ

たが拒否された。１９９１年までは活発な活動を行

ったが，９１年に内部分裂で活動の中止を余儀な

くされ，団結権が確立した９８年ののちの９９年に

活動を再開し，同年労働力省に登録された（注２１）。

スハルト退陣後に活発な活動を始めた，全イン

ドネシア労働組合連合ないしその系譜を引く組

合以外の組合グループの一つだが，スハルト期

にも活動を行っていたという特徴がある。

新たに結成された A社友愛自由労組組合支

部（Basis Serikat Buruh Merdeka Setiakawan PT.

A）が，２０００年５月に諸要求を提出すると，新

組合の存在を認めようとしない会社との間で紛

争が始まった。A社友愛自由労組支部との交

渉に一切応じない会社に対し，組合は，デモ

（unjuk rasa）を続けて交渉を迫り，また国家人

権委員会，ILOジャカルタ事務所などへの訴え

を続け，国会がこの訴えに応じた。国会第６委

員会のもとで，労使交渉が行われ５月２６日に労

使合意が成立した。しかし，あくまで新組合の

存在を認めようとしない会社は，新組合との以

降の交渉を拒否し，また国会における合意も実

施しなかった。新組合は，１９９８年の労働組織登

録に関する労働力大臣規則に基づき２０００年５月

に登録申請を行い，同年７月に登録を完了す

る（注２２）。ただし，労働力省は，登録完了前も，

同労組登録申請後は新組合を A社の単組とし

て，さらに紛争調停の当事者として扱った。

この交渉過程で，５月６日，デモ労組員にた

いし，会社側の役職者ややくざが暴行を行って

会社側の５２人が警察に連行された。また，５月

２５日国会の駐車場にあった会社の車がパンクさ

れられ，また会社の文書や携帯電話が盗難にあ

うという事件があり，会社は友愛自由労組員の

仕業だとした。労使は各々，警察への告発を行

ったが，６月に警察は５名の友愛自由労組員

174



（委員長と役員を含む）の取り調べを開始した。

A社友愛自由労組支部は，会社に対して，国

会における合意の実施，組合の承認を要求し，

さらに警察への告発に抗議して６月１９日にデモ

を行った。会社は，６月１９日のデモの際，暴力

行為があったとして，６月２１日，１５名の組合員

の解雇申請を中央労働紛争調整委員会に行った。

以降，１５名の組合員の解雇申請をめぐる，労

働力省西ジャカルタ市事務所調停員による調停

と，これに続く中央労働紛争調整委員会による

審議を中心に事態は推移する。１１月２３日に，中

央労働紛争調整委員会は，１５名の無条件解雇を

許可し，また解雇一時金の支払いも不要とした。

友愛自由労組は，この決定に対し，一方で，

労働力大臣の拒否権発動を求めると同時に，２００１

年１月６日からの１５名に対する連帯デモという

名のストライキを行い，このストライキが長期

化する。一方，警察は，いったんは証拠不十分

としていた，５月２５日の国会駐車場自動車破損

文書盗難事件に関し，１１月になって５名の A

社友愛自由労組員の取り調べを再開した。５名

は収監されて検察の取り調べを受け，さらに１２

月５日から中央ジャカルタ地方裁判所における

公判が始まった。

以降，この中央ジャカルタ地方裁判所におけ

る公判と１月６日からのデモを巡って事態は展

開してゆく。A社友愛自由労組は，あくまで

国会における合意の実行と労組の会社による承

認を要求しつつ，他方では公判への圧力を示す

ようにデモを継続する。会社は，デモ参加者を

上回る数のやくざの支援を得てこれに対抗し，

多くの暴力が用いられる。また，先の１５名に対

する中央労働紛争調整委員会の仲裁決定に対し，

友愛労組は労働力大臣が拒否権を行使すること

を要請する。公判は，１月２５日に組合員の勝利

となるが，長期の欠勤を理由に会社は，２月に

入って，６６７名の解雇を中央労働委員会に申請

する。労働力省西ジャカルタ市事務所の調停を

へて，中央労働紛争調整委員会の審議が始まる。

２月には，労働力大臣は拒否権を用いないこと

が決定される。２月１５日には，スト中の労組員

に対する１月の給与支払いが労使で合意される

が，２月１９日に会社はこの約束を反故にする。

会社や，全インドネシア労働組合連合金属電気

機械産業労組 A社支部は，解雇一時金の支払

いのない解雇を求めるが，２月の労働力省西ジ

ャカルタ市事務所調停官の勧告は，会社の落ち

度も認め，解雇一時金付きで解雇を許可すると

いうものであった。そして，４月３日，中央労

働紛争調整委員会は，従業員の長期無断欠勤や

暴力行為を理由に解雇を決定するが，やはり会

社の落ち度を認め，解雇一時金付きの解雇の許

可を決定する。そして，５月，労使双方はこの

決定を受け入れ，６６５人の労組員は２月２８日付

で解雇され，解雇一時金やスト中の１月と２月

の賃金などを受け取った。労使のいずれもが行

政裁判所に控訴するなどの行動にでなかったた

め紛争は終結をみた。

労使紛争の詳細な経過は，付表に示した。

Ⅲ A社労使紛争の特質

―�合議�の質―

以上の紛争に関し，主な争点や紛争の特質，

さらに�合議�の�質�に関して項目ごとに検

討してみたい。

１． 労組の否認問題

会社は，一貫して A社友愛自由労組支部の

インドネシアにおける労使紛争処理制度とその紛争事例
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存在を正式に認めなかった。A社の人事部長

代理は，A社友愛自由労組支部はデモの際に，

半ば強制的に加入書に署名させたものであり，

委員長選挙も，通常，全インドネシア労働組合

連合支部の選挙で行っているような手続きを踏

んだものでなかったと言う点をあげ認められな

い，とした。また，労働力省西ジャカルタ市事

務所に提出された組合員名簿にも，従業員の中

にある同じ名前の人数よりも多くの人数が含ま

れており，その正当性を疑わせるものであると

した（注２３）。ただし，２０００年労働組合に関する法

律第２１号や，これが成立する前に有効であっ

た，１９９８年の労組登録に関する労働力大臣規則

は，労組成立の要件として綱領および規約の存

在をあげているのみであった。また，２０００年労

組法では労働力省事務所に対する届け出を，１９９８

年の大臣規則では登録を義務づけているが，そ

の際にもメンバーリストなどの提出を義務づけ

ているだけで，例えば委員長選挙の方法につい

て規定しているわけではない。労組法は労働者

の自由意志に基づき結成されるとしており，従

業員が結成したと主張し，さらに行政にも登録

を行った労組を認めず交渉に応じないという会

社の対応には，明らかに問題があろう。２０００年

労組法第２８条は，労組加入非加入を理由にした

解雇，降格等，賃金差別，およびあらゆる種類

の脅迫を禁じており，会社の取ってきた５月６

日の労組員に対する暴行，やくざを用いた友愛

自由労組員に対する脅迫・強制には労組法違反

という性格があろう。

この問題点があるからこそ，労働力省西ジャ

カルタ市事務所調停員の２００１年２月における調

停案や中央労働紛争調整委員会の同年４月の決

定においても，A社友愛自由労組支部を認め

なかった会社に対してこれを会社の落ち度と述

べたのであった。

前述のように，１９５７年法律第２２号や，１９６４年

法律第１４号は，紛争当事者（とりわけ企業と労

組）の間における合議を義務づけており，これ

からみても，会社の A社友愛自由労組支部否

認や一切の交渉拒否は大きな問題であろう。

A社友愛自由労組は，ことあるごとにこの

会社の労組否認の問題を取り上げてきた。国会

第６委員会はこの問題に対応して，労使交渉の

場を設けた。調停官も労使から意見を聞くとい

う形で話し合いの場を設けようとしたと考えら

れる。ところが，会社は，国会の労使妥結点を，

全インドネシア労働組合連合金属電気機械産業

労組支部との間で実施しても，A社友愛自由

労組支部との話し合いには以降も応じようとし

なかった。

友愛自由労組がこの会社の対応に対して取っ

た最も重要な方策は，なんといってもデモない

しストライキであろう。労組法違反に対する処

罰問題は，次節で論ずることとして，ここでは

友愛自由労組が頻繁に用いたデモないしストラ

イキについて考える。

２． デモないしストライキ

ストライキ実施手続きに関する規定は，第Ⅰ

節でみたとおりである。本事例において，組合

がこの規定にしたがった合法ストを行っていな

いのは明白であろう。１９５７年法律第２２号第２７条

と第２８条によれば，違法ストに対しては，指揮

者が刑罰に処せられる。組合によれば，行動は

デモであってストライキではない（注２４）。したが

って，指揮者は違法ストのかどで罰せられる必

要はないということになる。会社によればこれ

は違法ストであるが，会社も違法ストを理由と
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して組合を告発しようとは考えていないという

ことであった（注２５）。

違法ストを理由として刑罰が科されるという

リスクは，組合はほとんど考慮する必要がない

が，このデモないしストによる不就労が５日に

及ぶと，前節でみたように，５日間，企業が書

面で２回呼び出したにもかかわらず，正当な証

拠を付した書面なしに欠勤した場合とみなされ，

企業は，雇用関係終了の手続きを開始すること

ができる。したがって，組合による５日におよ

ぶないしそれ以上の期間のストライキないしデ

モは，組合員の解雇という大きなリスクをおか

して初めて可能になる。

後でみるように，現行労働法制下のインドネ

シアでは，合法ストはきわめてまれなケースで

ありながら，実際には多くのストライキないし

デモが起こっている［水野２００２］ことを考えれ

ば，このリスクは，行動を起こす労働組合が例

外なく負っていると言える。本稿の事例におい

ては，２０００年２月や６月に１日だけのストライ

キが実施されたが，一方，２０００年５月のストラ

イキ（デモ）は５月３日から２６日まで継続した

し，２００１年１月６日に始まるスト（デモ）は，

組合はいわばデモ終了の契機を逸して長期にわ

たってしまった（組合は，公判に勝利した１月２５

日職場復帰をしようとしたがやくざらに阻止され

た）。２００１年１月６日から始まるデモは，会社

の設定した職場復帰の最終期限である１月１７日

を越してもなお継続していたために，解雇の理

由となったが，２０００年５月のデモの場合，２３日

間継続していたにもかかわらず，組合が国会を

動かして労使合意に持っていったため解雇の理

由とはならなかった。２００１年１月の長期のデモ

（スト）が，解雇に至ったのは，５日を越して

欠勤を続けたという理由のみによるのではなく，

この場合，組合が，２０００年５月の場合の国会に

おける合意のような，労使を越えたより高いレ

ベルにおける政治圧力を動員するなどをして解

雇回避をすることに失敗したために生じたとも

言え，長期のデモ（違法ストライキ）が解雇を

もたらすかどうかは，期間のみによって決まっ

ているわけではないことがわかる。

さらに特徴的なことは，２０００年２月のデモ

（ストライキ）にみられるように，組合の指導関

係が明確ではなく�自発的に��自然発生的に�

生じるストライキが存在するという点である。

筆者が１９９９年以来調査した組合や企業において

も，このような，組合の指導がないにも関わら

ずストライキが生じたケースとして，９９年１０月

のタンゲランにおける運動靴製造企業 P社の

ケースおよび同じくタンゲランにおける２００２年

２月の縫製企業 S社の例があった。これらの

場合，組合は，後追いする形で組合員擁護のた

め，ストライキの継続ないし労使交渉に当たっ

たのであった。この両企業では，全インドネシ

ア労働組合連合系列の組合と，これに対抗する，

スハルト退陣後に生まれた組合の双方が存在し

ていたにも関わらず双方の組合の指導なしにス

トライキが従業員によって起こされていた。本

稿の研究事例でも，�自発的に�生じたストを

背景に，全インドネシア労働組合連合金属電気

機械産業労組支部執行委員を交えた従業員１０名

によって構成された�労働者代表�が会社と交

渉に当たり，このときは会社も交渉に応じて種々

の待遇改善が合意されたのであった。

３．�合議�の質――労使の場合

現行の労使紛争処理に関する法制度は，労使

合議の重要性を繰り返し強調している。では，

インドネシアにおける労使紛争処理制度とその紛争事例
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この合議はどのように行われたのであろうか。

会社は，全インドネシア労働組合連合金属電

気機械産業労組 A社支部との間では，良好な

労使関係が作られていると認識しており，同組

合との間では密接な合議も行われている。従業

員が，同組合の指令と関係なくデモを行ったと

きでも，友愛自由労組の名を出さなかった２０００

年２月時点では，�労働者代表�との間で数回

の交渉が行われて妥結を見ている。しかし，会

社がその存在を認めようとしない A社友愛自

由労組支部との間では，その合議は困難を極め

る。

２０００年５月の場合，会社が組合を無視すると，

組合は，国家人権委員会，警察などに訴えるが

相手にされず，国会に訴えることによって初め

て会社を交渉のテーブルにつかせることができ

た。６月２３日の場合，やくざが動員されていた

という事情もあって，組合は，４０人の人事課の

職員を軟禁するという行動に出，さらに人事課

や全インドネシア労働組合支部事務所の一部を

破損する。このような方法によって，会社との

間で６月２２日の解雇通知文書を破棄するという

文書を取り付ける。また，２００１年２月には，長

期間のデモの末，２００１年１月の給与を支払うと

いう合意をとりつける。これらのうち，国会に

おける妥結は以降実施されず，また２００１年２月

の合意も２００１年４月の中央労働紛争調整委員会

の決定までは実施されなかった。

会社が A社友愛自由労組支部を認めないた

め，その結成まで全インドネシア労働組合連合

金属電気機械産業労組 A社支部の組合員であ

った友愛自由労組員は，その組合結成後も会社

によって全インドネシア労働組合の組合費天引

きが継続している。友愛自由労組員は，当然，

この天引きを中止し，A社友愛自由労組支部

への天引きを要求する。この問題に関し，A

社友愛自由労組支部の登録が完了した２０００年７

月の翌８月，A社友愛自由労組支部は，会社

に対して全インドネシア労働組合連合支部への

組合費の天引きをやめ，友愛自由労組支部のた

めの組合費天引きをするよう要求を提出した。

交渉の申し入れを文書で３回行ったがなお回答

がなかった。そこで，A社友愛自由労組支部

は，警察に報告したが警察は受け付けず，さら

に労働力省，中央労働紛争調整委員会に報告し

てもなお，反応がなかった。この場合は，A

社友愛自由労組支部はデモ等を行ったのではな

く，全インドネシア労働組合連合支部のための

天引きは仕方なく放置したが，組合員が自主的

に組合費を納入するようになった（注２６）。

会社の組合無視という行動に対し，組合はい

つもデモやストという方策に訴えているわけで

はないことがわかるが，一方，デモやスト，さ

らに軟禁などという行動にでて初めて交渉が可

能になっていることもわかる。

中央労働紛争調整委員会は，会社の組合無視，

さらに国会における合意の反故という会社の政

策の落ち度を認めつつ，組合はこの場合，１９５７

年法律第２２号にしたがった対処方法を採るべき

であって，デモは禁止されているわけではない

とはいえ，本来同法律第６条にしたがった（合

法）ストライキという方法をとるべきであると

している（注２７）。この，合法ストに関しては，次

節で検討したい。

２００１年１月６日に始まるデモについてみると，

会社は，デモ参加従業員に対し再三，本人に向

けた就業をよびかける文書を送付している。そ

して，１月１７日正午までに職場復帰をし文書に
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署名をすれば再雇用を約束し，この時までに再

雇用申請をしなければ，会社はスト参加者を自

主退社とみなすとした掲示を行った。組合によ

ると，多くの組合員はやくざが怖くて会社に近

づけなかった。掲示は会社内で行われており，

会社に入ることができたのは一人ずつのみで，

入った組合員は，そのまま，白紙の書面に署名

する，ないし自主退社の書類に署名し，勤続報

奨金等を受け取ってそのまま帰宅するよう要求

されたという。この要求をのまないと，やくざ

や会社側従業員に暴行を受けた。あるいはいっ

たんは再就業しても頻繁な配置転換などの嫌が

らせなどの結果，総計約２００人くらいが自主退

職に追い込まれたとインタビューに答えた（注２８）。

会社によると，再度就労しようとする理由を

のべ，就業規則を遵守して再度問題を起こさな

いとする誓約書に署名すれば，新入社員として

ではなくこれまでのどおりの従業員として就業

できた。この呼びかけに応じて就業を続けたの

は２４人であった。組合は，組合員がこの呼びか

けに応ずると，新入社員として再就労すること

になり，これまでの経歴が無に帰すと宣伝して

いたが，あれは意図的なウソであったとインタ

ビューに答えた（注２９）。

A社友愛自由労組支部は，２００１年２月に入

って，デモ参加組合員の当面の生活費の工面の

ため，２００１年１月分の給与の支払いを，職場復

帰と並んで強く要求する。この結果，２月１４日

に，ジャカルタ市内のホテルで労使交渉が行わ

れ，前述のように２００１年１月の給与を支払うと

いう合意をとりつける。この時，２０００年１１月に

中央労働紛争調整委員会の解雇許可決定のあっ

た１５人につき，会社側交渉委員は株主や経営上

層に働きかけて，紛争を労使で解決し，行政裁

判所や最高裁に持ち込まないようにするという

労使合意も成立する（注３０）。この時点では，１５人

の解雇問題について，組合が労働力大臣に対し

て行った中央労働紛争調整委員会の強制仲裁決

定への拒否権発動請求の結果が出ていなかった。

したがって，以上の合意は，労働力大臣が拒否

権を発動した場合，会社は労働力大臣決定に対

する控訴を行政裁判所に行わないようにとの歯

止めをかけたと考えられる（その後の結果は，

労働力大臣は拒否権を発動しなかったが）。

友愛自由労組は，その主張として，１９８６年行

政裁判所に関する法律第５号が中央労働紛争調

整委員会決定に対して控訴可能とした制度に反

対しているのであった。すなわち，１９５７年法律

第２２号に基づく中央労働紛争調整委員会の強制

仲裁決定が，行政裁判所に控訴されると，最終

決定まで何年もかかる事例がでることを問題に

した。そして，係争を続けて不安定な身分のま

ま何年も過ごすよりも，中央労働紛争調整委員

会の強制仲裁決定あるいは労働力大臣の拒否権

発動のレベルで問題を終結させ，闘争の結果た

とえ解雇されても再就職先を早く探した方が，

労働者のためだと考えているのであった（注３１）。

この２月１４日の労使交渉と妥結の翌日，会社

は，その時点でなお紛争を継続していた６６７人

につき，中央労働紛争調整委員会に解雇を申請

する。

会社は，A社友愛自由労組支部を認めず交

渉にも応じようとしないのだから，�合議�自

体が成立しない。ただし，そのような�悪意�

のある会社に対して要求を通そうとする組合の

行動は，まずは会社を交渉のテーブルにつかせ

るように行われており，それは�合議�のレー

ルに戻すための努力と解釈することができる。

インドネシアにおける労使紛争処理制度とその紛争事例
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ストライキやデモはその手段であった。中央労

働紛争調整委員会は，組合が１９５７年法律第２２号

にしたがった合法ストライキという手段を執る

べきであったと考えたが，実際には，�違法ス

ト�ないし�デモ�という手段がとられた。こ

の理由は次節で再考するとして，�違法スト�

や�デモ�は，これが国会などの第三者の動員

に成功したときは解雇を回避でき，労働条件改

善へ前進をみた。一方，労働力大臣による拒否

権を含む第三者の動員に失敗すると，大量解雇

という結果を生んでしまった。その過程では，

�違法スト�に伴う暴力やこれに対抗する会社

によるやくざの使用などが事態を一層深刻化さ

せたのであり，労使関係は一層敵対的となった。

４．�合議�の質――政労使の三者の場合

１９７０年代から８０年代に出されたパンチャシラ

労使関係の哲学に基づく諸規定は，問題が労働

力省調停官や，労働紛争調整委員会に持ち込ま

れたのちも�合議�に向けた努力をするようた

びたび強調している。すなわち�合議�の努力

は�労使�二者間に留まらず，�政労使�の三

者間においてなされることが期待されているの

である。ここでは，�政労使�三者間の�合議�

の質について検討する。

１９５７年法律第２２号は，労使の合議が紛争解決

に至らないとき，労働力省担当官による強制調

停を規定していることは第Ⅰ節で見たとおりで

ある。ストライキ実施の許可取得という点で

は，１９５７年法律第２２号は全く守られていないが，

この強制調停という制度はある程度機能してい

ると見てよさそうである。２０００年５月３日に始

まる紛争では，６月１２日から労働力省西ジャカ

ルタ市事務所調停官による労使の聴取が始まり，

中途の６月２１日に会社が組合員１５名の解雇の許

可申請を行ったため，この件の調停にかわり，８

月１０日に調停官が勧告を出している。また，２００１

年１月６日に始まる紛争の場合２月２１日に，勧

告を出す。その調停の内容は，解雇の許可・不

許可の問題（研究事例では両ケースとも解雇が許

可された）と，解雇に伴う解雇一時金・勤続報

奨金・補償金の支払い問題（研究事例では，５

月３日に始まるケースでは解雇一時金なしで，勤

続報奨金と補償金のみ，１月６日に始まるケース

では，この三つとも規定どおり支払う），および

付加的に２００１年１月から始まるケースについて

２００１年１月の給与を支払う，とするものであっ

た。

この労働力省西ジャカルタ市事務所の勧告は，

両ケースとも，労使が受け入れを拒否したため，

係争は中央労働紛争調整委員会に移された（両

ケースとも申請解雇者は１０名を上回ったため，地

方労働紛争調整委員会を経ることなく中央の委員

会に直接持ち込まれた）。２０００年６月２１日に会社

が解雇許可取得申請を行った件では（労働力省

西ジャカルタ市事務所は，８月２５日に中央の委員

会に係争の調停を申請），中央労働紛争調整委員

会の労使からのヒアリングは９月２８日に始ま

り，２００１年１月６日に始まるデモに関しては

（労働力省西ジャカルタ市事務所は，２月２３日に中

央の委員会に係争の調停を申請），２００１年３月１５

日にその労使からのヒアリングが始まった。２０００

年６月２１日に会社が解雇許可取得申請を行った

件では，労働側は，会社による国会における合

意の実施を優先すべきことを主張しそれを優先

しない中央労働紛争調整委員会に抗議してヒア

リングに参加しなかったが，２００１年１月６日に

始まるデモに関しては労働側もこれに参加した。

そして，各々，２０００年１１月２３日と２００１年４月
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３日に中央労働紛争調整委員会は，強制仲裁決

定を下す。２０００年６月２１日に会社が解雇許可取

得申請を行った件では，組合員の行動には重大

過失があるということで解雇一時金の支払いの

ない解雇となったのに対し，２００１年１月６日に

始まるデモに関しては，会社の落ち度も認めた

ため，組合員の行動は過失があったが重大過失

があったとはいえないとして，解雇一時金の支

払いのある解雇となり（双方のケースについて

勤続報奨金と補償金は支払いあり），基本的な方

針は労働力省西ジャカルタ市事務所調停員の勧

告と変わりがなかった。ただし，組合が全面的

に交渉に参加した２００１年１月６日に始まるデモ

に関する決定の方が組合に有利で詳細な裁定が

含まれていた。デモ（スト）を行っていた同年

１月，２月の給与や，イスラームの断食中の食

事手当や残業手当をふくむ月額給与の全額の支

払い，さらに年休の補償に関し，１０年以上勤務

者に対する１８日分の長期休暇の代替賃金支払い

（補償金として）などが含まれた。

２００１年１月６日に始まるデモに関する係争で

は，全インドネシア労働組合連合金属電気機械

産業労組 A社支部はノーワークノーペイの原

則（注３２）にしたがって，デモ（スト）中の賃金の

支払いを拒否すべきだ（さらに解雇一時金の支

払いのない解雇にすべきだ）とする意見書を提出

していた。しかし，中央労働紛争調整委員会は，

会社が２月１４日の労使合意でデモ参加者の同年

１月の給与支払いに同意していることを根拠と

して，同年１，２月の給与支払いに関しては詳

細な手当支払いに関する規定を含む A社友愛

自由労組支部の主張に沿った決定を下したので

あった（注３３）。

組合は，以上の経過で，会社周辺や中央労働

紛争調整委員会のある労働力省本庁舎に留まら

ず，各所に頻繁にデモや訴えを行った。組合は，

解雇が不可避とみると，解雇条件改善のための

戦術をとり（付表の３月２７日参照），中央労働紛

争調整委員会における解雇一時金などの条件に

ついての�合議�が行われたのであった。

以上から�合議�に向けた�政労使�の努力

が少なからずなされていることがわかる。ただ

し，労働力省調停官の勧告や労働紛争調整委員

会の決定は，決まって解雇の有無，および解雇

を行う場合の�解雇一時金��勤続報奨金�お

よび�補償金�の額を巡る内容となっているこ

とがわかる。むしろ，この２点をめぐる調整以

外の勧告や決定には著しく禁欲的で，労働力省

調停官や労働紛争調整委員会の事情の把握のた

めの努力はすべてこの２点の判断にのみ生かさ

れているといえる。この事実は�合議�の内容

を著しく貧弱なものにしていると言わざるを得

ない。例えば，本稿研究事例であれば，８月１０

日の労働力省調停官の調停において，調停官が

会社に対して，国会における合意事項の実施や，

組合との交渉を促す，などの勧告をし，他方，

組合に対しては，暴力を用いがちな傾向を諫め

るなどの勧告も可能であったのではないだろう

か。あるいは，労働監督官と連携して，�合議�

推進を阻んでいる会社の労組否認の態度を改め

るように動くことも可能であったのではないだ

ろうか。

５． 暴力と裁判問題――�合議�の裏側

以上の経過が，いわば労使のあるいは政労使

の�合議�のプロセスの表側とするならば，こ

の経過に伴う暴力の介在や，それに関連した裁

判は，�合議�プロセスのいわば裏側と言うこ

とができよう。ストライキやデモの結果，さら

インドネシアにおける労使紛争処理制度とその紛争事例
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に会社と敵対的関係にある組合がその活動の帰

結として対処を迫られる問題とは，暴力が関わ

る�事件�とそれを理由とした解雇，さらに会

社による告発とこれに続く裁判問題である。

研究事例では，２０００年５月２５日の国会駐車場

における会社車両の破損・会社文書の盗難事件

があった。友愛自由労組の話では，事件があっ

たとされる時間には，委員長らは国会内におい

て交渉中であり，車両の破損（タイヤのパンク

にすぎない）も会社文書の盗難も全く身に覚え

がない，ということであった。

いずれにせよ，国会における合意があった５

月２６日から約２週間後に，A社友愛自由労組

支部委員長らに対する警察からの呼び出しがあ

り，取り調べが始まる。友愛自由労組は，この

警察さらに検察による取り調べに対し，敏感に

反応した。６月１９日に警察による再度の呼び出

しに抗議するデモを行い，午後に警察から委員

長らが帰ると会社内のデモを終える。７月に不

起訴になった事件が，１１月に警察によって蒸し

返され，収監されて検察により取りしらべが行

われ，さらに公判が行われると，これに対して，

ILOジャカルタ事務所や国家人権委員会，さら

に法務大臣に訴えを行う。２００１年１月６日より

の長期のデモ（スト）は，この裁判に対する抗

議行動ないし圧力という意味もあったと考えら

れ，このため２００１年１月２４日に無罪がきまると，

ストも中止しようとする。

付表からも明らかなように，実際には労使双

方による多くの暴力事件がある（注３４）。その事実

について争う余地のない事件もありながら，他

は起訴されることなく，立件が容易ではないと

考えられるこの事件だけがとりあげられるのも

奇異な印象を与えるが，組合のその不起訴に向

けた行動は種々の形態をとっており，組合が行

うデモ（スト）の重要な誘因となっているので

あった。

組合は，この起訴に対する抗議行動として，

また交渉のテーブルにつかない会社を交渉の場

に引き出すため，デモ，さらに人事部長に対す

る軟禁も行う。会社は，この暴力が伴いがちな

組合の行動に対し，やくざを用いた暴力によっ

て対抗しようとする（注３５）。

組合が暴力を用いるというのなら，NGOを

名乗る第三者組織を用いて対抗するのではなく

警察を呼べばいいのではないか，という筆者の

問いに対し，人事部長代理は以下のように回答

する。�デモがあれば，われわれが呼ばなくと

も警察はやってくる。この地区の秩序を守るの

が彼らの義務であるからだ。しかし，例え暴力

があっても，かれらはただより事態が悪化しな

いように見ているだけだ。今は知らないが，あ

の時は，基本的人権を侵すのをおそれているの

か，あるいは何の理由にせよそうだった。それ

に対して，地域社会自力組織（注３６）（Lembaga Swa-

daya Masyarakat，普通は NGOと訳されるが，実

際はやくざ組織がこの名を用いている）は，企業

が倒産するなど自らの社会が損失を被ることを

恐れて行動してくれるのだ�。そして筆者が，

地域社会自力組織員の朝昼晩の食事もいるしそ

れは会社が出すのかとの問うと�そうだ�と答

え，�組合の行動は明らかに会社に損失を与え

るのもで，どうであれ放置することはできない。

解決しなければならない問題であり，（地域社

会自力組織に対しても）必要とあれば金銭は支

出する。警察に出てきてもらってもわれわれが

食事等は供給しなければいけないのだし�と答

え，筆者が�金銭の出費には変わりがないので
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すね�と問うと�変わりがない�と答えた（注３７）。

このような事情から会社はやくざを用い，組

合にすればこれに対抗せざるを得なくなる。組

合は，鉈やナイフを持ったやくざが会社の外に，

あるいは組合員がデモや訴えを行っている労働

力省の敷地の外に，組合員を上回る人数集まっ

ており，そのまま出てゆけば袋叩きに会うこと

が目に見えており，そのような犬死（mati ko-

nyol）をしないために会社幹部をその場に居さ

せて寄り添っていることによってしか身の安全

を守ることができない（注３８），という。組合のこ

のような行動は，会社が中央労働紛争調整委員

会に対する解雇を申請する際の重要な理由とな

った（注３９）。

Ⅳ �合議�を支える制度と運用

�合議�のための努力は，多くの人によって

行われていながら大量解雇を生んでしまった理

由として，種々の要因を考えることができる。

ここでは，�合議�を支えるはずの法制度につ

いて，あくまで組合を認めようとしなかった会

社に対し，なぜ労組法が執行されなかったのか

という問題と，ストが�違法�ストライキとい

う形式をとってしまう理由を考察する。

１． 労組法の執行問題

会社の，A社友愛自由労組支部を認めない

という行為に対して，労働組合は，再三，会社

に対してその存在を認めて交渉に応ずるように

要求し，また，労働力省，警察，国会，国家人

権委員会などに訴えてきたことは付表からも明

らかである。また，組合は，２００１年３月１５日の

中央労働紛争調整委員会に対する文書（注４０）の中

で，２０００年労働組合に関する法律第２１号に違反

する会社を処罰するように中央労働紛争調整委

員会に求めている。これに答えた中央労働紛争

処理委員会の仲裁決定は，�中央労働紛争調整

委員会は企業を罰する立場にないが，それが事

実とすれば企業の対応は配慮に欠ける�と述べ

ている。

２０００年労働組合に関する法律第２１号は，その

第４３条で，第２８条の違反者に対して，１年以上

５年以下の禁固刑，ないし１億ルピア以上５億

ルピア以下の罰金支払いに処すと規定している。

１９８１年刑事訴訟法典に関する法律第８号（注４１）

は，警察ないし法律で権限を与えられた特別公

務員は，取調官として取り調べを行うとし（第

１条），取調官は，その職務義務のゆえ，刑事

犯罪に関する個人の報告ないし訴えをうける権

限をもつ（第５条），と規定している。労働問

題に関するこの特別公務員は労働監督官であ

る（注４２）ので，上記の２０００年労働組合法違反の訴

えを受け付けるのは，警察ないし労働監督官と

なる。そして，警察は，取り調べ調書（BAP）

等を作成し検察に送付する。

本研究事例では，警察も労働監督官も，労組

法違反容疑で，会社を取り調べようとした形跡

がない。会社が警察に呼ばれたのは，５月６日

の会社役職者による暴力事件であり，再三，調

停に動いた労働力省西ジャカルタ市事務所も，

その労働監督官がこの件で会社を取り調べた形

跡がない（注４３）。さらに，中央労働紛争調整委員

会は，２００１年４月３日の強制仲裁決定において，

残業手当やイスラームの断食中の食事手当の算

定と決定を労働監督官に命じ，裁定全体の執行

を労働監督官の監督の下に行うと決定している

が，この労組法違反容疑に関しては，取り調べ

や調査を命ずる，ないしそれを勧告あるいは提

インドネシアにおける労使紛争処理制度とその紛争事例
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案するなどの措置を何ら講じていない。

これらの事情は，本件は労組法違反の嫌疑な

しと判断されたと推測するよりも，この法律の

執行体制全体から説明した方がよさそうである。

労働力省労働監督課員によると，労使紛争を

労働力事務所調停官が調停する際，労働法違反

の疑いがあれば，同事務所付きの労働監督官が

取り調べ，必要なら２回の警告文書を出し，さ

らに改善がないとき取り調べて調書をとり，こ

れを警察に送付する。２００１年に，労働監督官が

全国で２１６件の取り調べ調書を作成したが，そ

の中で，２０００年労組法に関わる件は，南ジャカ

ルタ市において一件あったにすぎない，とその

課員は述べた。２０００年労組法第２８条に関わる違

反は，例えば，会社が特定組合の存在を望まな

いとする明確な文書があれば，立件が容易だが，

通常はそのような文章がなく，立証が容易では

ない，また２０００年労組法は成立して新しく，ま

だその運用方法を検討している（注４４），とのこと

であった。

また，多くの労働者の訴えを受け付け，労働

者の弁護を行ってきたジャカルタ法律擁護協会

（LBHJ）の弁護士は，２０００年労組法に違反して

労組活動を妨害する企業に関し２００２年内に８件，

州警察（Polda）に告発したがいずれも不起訴

になった，と語った。州警察に抗議したことこ

ろ，州警察はこの法律の運用手続きが不明であ

ると回答したと言うことであった。同弁護士

は，２０００年労組法が違反者に対する刑罰を定め

ている以上，通常の刑事訴訟法によって取り調

べや起訴が充分可能であり，警察の主張は２０００

年労組法を適用しないための言いわけにすぎ

ず，２０００年労組法は事実上死文と化していると

述べた（注４５）。

以上から，２０００年労組法第２８条の執行に関し，

これを保証する法的システムが著しく不十分で

あることがわかる。こういった状況を会社が熟

知しているのなら，本研究事例のように，会社

が一貫して労組の存在を認めないという行動に

出ても文書さえ残さなければ，罰せられること

を恐れる必要はないといえる。この会社の対応

は，合議を実施するにせよ，その成果を少なく

するないしゆがんだものにする（例えば，研究

事例のように組合は会社を交渉のテーブにつかせ

るためにデモを行い時に暴力を振るう）帰結をも

たらすといえる。

２． ストライキ権の問題――１９５７年法律第２２号

組合を認めようとしない会社に対し，交渉の

テーブルにつかせるために組合がとった重要な

対抗措置は不就労を伴うデモであった。この行

動が，１９５７年法律第２２号第６条に沿ったストラ

イキであるならば，デモ５日後の会社による解

雇手続きの開始や，会社による謹慎処分を受け

る必要がない。にもかかわらず，組合が，あえ

てリスクをおかして，１９５７年法律第２２号第６条

に規定のない方法でデモを行う理由を考える。

１９５７年法律第２２号によれば，労使の合議を優

先することからストライキやロックアウトの実

施にあたっての条件として，十分にこれを行っ

たのかどうかという点が問われた。第Ⅰ節で説

明した諸要件を満たしてはじめて，地方労働紛

争調整委員会委員長は，組合よりのストライキ

実施に関する通知書を受け取った旨の受領書を

組合に出し，これによりストライキは合法とな

るのであった。

元労働力省労使関係育成労働力保護局長は筆

者のインタビューに答えて，かつて地方労働紛

争調整委員会はこの受領書を出したことがなく，
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インドネシアのストライキは全部違法ストであ

ると述べた（注４６）。中央労働紛争調整委員会事務

局におけるインタビューでは，その見解は正し

くないが，地方労働紛争調整委員会が出した受

領書が少ないことは事実である，として，例え

ば，そのある事務局員が東ジャワ地方労働紛争

調整委員長在任中の２年間に３回だけ出したこ

とがあり，また中ジャワ地方労働紛争調整委員

会委員長在任中にはそれを出したことがなかっ

たと述べた（注４７）。

前述の元労使関係育成労働力保護局長は，合

議を重んずる１９５７年法律第２２号のもとでは，地

方労働紛争調整委員会は，ストライキを行おう

とする組合に対し充分に合議を経たのかを問い，

ほとんどのケースで充分には合議を経ていない

と判断していると述べた。そして，万一これを

経ている場合でも労働紛争調整委員会は，事実

調査を実施できこの間はストができない。した

がって，１９５７年法律第２２号は，事実上ストライ

キを容認していないのだと語った（注４８）。

このように，いわば合法ストライキを実施で

きる可能性がほとんどない（注４９）という状況下で

あるからこそ，友愛自由労組中央委員は，その

行動はデモであって（違法）ストライキではな

い，というのである。しかし，この結果，その

行動に対しては，労働力省が１９８０年代半ばより

作り上げてきた，違法ストに対する対処法（例

えば，デモ参加者の不従業期間が５日を越すと，

会社は，労働者に対して職場復帰する用意のある

旨等を記した書面に記入するよう要求する）が多

く適用されるのであった。

労使交渉のプロセスにおいて，ストライキな

いしデモは，多くの組合（特に，スハルト体制

下の唯一の組合である全インドネシア労働組合の

系譜をひく組合以外の組合）において，充分起こ

りうること，ないし，用いられうる戦術である

と認識されている。一方，労働紛争調整委員会

は，ストライキはすべての人に不利益をもたら

すので極力避けるべきものと考えて（注５０）多くの

条件を課した。これには，ムシャワラー・ムフ

ァカットの原則のもとでは合議をつくして全員

一致に至るべきであってストライキは極力回避

すべきだとする考えが背景にあるのであった。

この結果，実際には合法ストライキがほとんど

なくなってしまう。その帰結として，労使交渉

の流れは，ストライキの段階でおしなべて違法

ストないし，それに類する行動となってしまい，

著しい緊張を労使の間にもたらすのであった。

Ⅴ 結 論

ムシャワラー・ムファカットの原則に基づく

インドネシアの労使紛争処理制度においては，

合議は労使にとどまらず，政労使による合議の

努力が想定され，紛争の早い段階から政府を交

えた合議が行われるよう，強制調停のシステム

が作られている。この合議・全員一致への努力

が奨励されているため，ストライキは極力避け

るべきと労働紛争調整委員会は考え，合法スト

成立のためのストライキ通知受理書も地方紛争

調整委員長がほとんど出さないのであった。

実際のプロセスを見ると，労働力省地方事務

所の調停官は，紛争が始まれば，自ら出かけて

いって調停作業を行おうとする，あるいは会社

などによって通知されることによって，調停作

業を開始している。筆者がこれまでに訪れた紛

争のあった組合などでは，すべて労働力省調停

官が活動していたことからも，強制調停のシス

インドネシアにおける労使紛争処理制度とその紛争事例
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テムは機能していると見てよさそうである。

交渉の当事者の一方が交渉に応じなければ

�合議�は実施できない。この点で，労組法に

法律執行問題があるということは，�合議�シ

ステムの重要な欠陥といわねばならない。組合

は，交渉に応じようとしない会社を交渉のテー

ブルにつかせるため，国家人権委員会，警察，

ILOジャカルタ事務所さらに国会などをこの

�合議�プロセスに巻き込もうとし，本稿の研

究事例では，国会の第６委員会が積極的な役割

を果たしたのであった。スハルト体制下であれ

ば軍も治安対策から関与することが多かったが，

時に合議プロセスにも参加した。すはわち，合

議のプロセスは，労使関係をめぐる�政労使�

の枠組みを越えて実施されており，そのプロセ

スでは，所与の条件のもとにおける解決策が種々

模索されてきた。そして，このプロセスにおい

て，組合のデモなどの行動は，�合議�プロセ

スを実現させ，さらに解決策を生み出させる重

要な力となっていた。

交渉プロセスでは，会社による組合無視など

の反組合的行動にとどまらず労使双方による暴

力の行使，会社による労使妥結点の不実行（契

約違反）などの法律違反もみられた。これに対

し，組合による�違法�ストに対するそれも含

め，警察や司法が動いたのは，研究事例では，

組合員によるとされる国会駐車場会社車両破損

事件のみであった。

すなわち，実際の労使紛争は�法的枠組み�

から大きく逸脱して進行していた。また，�合

議�を支えるはずの法制度は法律執行問題を抱

えて充分機能していない。労働紛争調整委員会

は，この�合議�システムの中心に位置した。

解雇を巡る係争の場合，その争点は，会社によ

る解雇申請を認めるのか，そして，解雇一時金，

功労金および補償金をどれだけ支払うのか，と

いう点であった。特に，解雇一時金など金銭面

における調整において，労働紛争調整委員会は，

種々のファクターを考慮して，解決策を模索す

るのであった。

労組も解雇が避けられないとみるや，解雇条

件の改善のために努力した。交渉の結果，労働

条件の改善などの成果はあった（５月２６日の国

会合意の一部は，全インドネシア労働組合連合労

組と，会社の間で，２０００年８月に結ばれた労働協

約という形で実施され，全従業員に適用された）

にせよ，最も重要な交渉事項は，解雇の有無と

解雇一時金の支払い条件であり，この点につい

ての妥結点をさぐるプロセスが�合議�なので

あった。

ただし，労働力省調停官による調停案も含め，

解雇の有無および解雇一時金等の支払額問題に

限定された合議内容には，その他の考え得る種々

の妥協案の模索がなかった。本研究事例で言え

ば，例えば，８月１０日の労働力省調停官の調停

において，調停官が会社に対して，国会におけ

る合意事項の実施や，組合との交渉を促す，な

どの勧告をし，他方，組合に対しては，暴力を

用いがちな傾向を諫めるなどの勧告も可能であ

ったであろう。そうすることにより，�法的枠

組み�からの逸脱を修正しうるし，大量解雇も

防げた可能性がある。それゆえ，実際のプロセ

スにおけるその調停・仲裁内容（�合議�の質）

は，むしろ貧弱と言えた。

さらに，�合議�と�全員一致�原則を重ん

ずる余り，ストライキを認めない労働紛争調整

委員会の方針は，事実としてはそれまで交渉に

応じなかった一方の当事者が，ストやデモがあ
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ってはじめて�合議�の場についているという

事実に符合せず，結果として一層大きな問題＝

大量解雇を生み出してしまっているのであった。

ストライキの合法化により，むしろ�合議�が

進展した可能性もありえよう。

合議のための努力は決して少なくはないのに，

本研究事例では６６７人の解雇，２００人近くの自主

退職を伴った�合議�が成立してしまった。会

社が組合に対して敵対的行動をとり，これに対

し，組合は，会社を交渉のテーブルにつかせる

ための，組合員解雇のリスクをおかしたストや

デモ（時に暴力）を含む種々の抗議行動をとっ

たのであった。このパターンは，実は，スハル

ト体制下の非合法組合ないしその集団による組

合員やその集団メンバーの解雇というリスクを

おかした非合法ストによる要求の提出と，会社

による警察や軍を用いた対応というパターンと

類似する部分がある。

筆者がこれまでに見た他のケースでは，組合

が大量解雇を生まないため自重した対応をとっ

たり，会社が全インドネシア労働組合連合の系

譜をひく組合以外の組合に対する反組合的行動

もはるかに控えめなケースも多かった。したが

って，本稿で見たような激烈な労使紛争が今日

のインドネシアにおいていつも生じているわけ

ではない。ただし，早い段階からの労使紛争へ

の政府の関与，�合議�の追求が�政労使�の

レベルとこの枠組みを越えて行われるという事

実，労働力省調停官や労働紛争調整委員会の

�合議�の内容が解雇の有無や解雇一時金など

の条件に集中しており，むしろ貧困と言える合

議の�質�，一方における，労組法違反など

�法的枠組み�からの逸脱とこれに対する非常

に限定された司法の介入（組合員の暴力事件の

み比較的介入が多い），さらにデモやストを巡る

緊張関係（それが解雇に至り得るという点と，こ

れを阻止するための組合による圧力，さらにこれ

に対抗するための会社によるやくざの利用）など

の，制度の運用実態には共通点が多い。そして，

これらの諸条件の中で，時には大量解雇にいた

りまた時には解雇を生むことのない紛争処理が

行われている。

インドネシアの労使紛争処理制度は，今，労

働紛争調整委員会を廃止して，新たに労使関係

裁判所制度に移行しようとしている。今後の制

度が�法の支配�を重んじるのならば，�法的

枠組み�からの逸脱はどのように改善されるの

であろうか。例えば，ストライキ権に関し，一

方における権利の確立と他方における違反に対

する処罰という法的バランスをどう回復するの

か，さらに労組法違反などの法律違反に対する

処罰と事実の改善へのメカニズムを持ちうるの

であろうか。また�合議�の伝統はどのように

生かされてゆくのであろうか。これらのファク

ターがポジティブに生かされることにより，ス

ハルト体制下の排除的コーポラティズムのもと

で広がっていた，全インドネシア労働組合連合

以外の組織や集団と企業との間の敵対的労使関

係を改善する道も開かれよう。

（注１） 村落社会に起源をもつこの原理について

Soetardjo（１９８４，１５３―１５４）によれば，当事者のうち

異論を唱える者がいる間は議長は裁決をくださず，皆

が賛否に一致するまで議論を続けるとする原則を合議

一致の原則（musyawarat dan mufakat）とよばれ神

への信仰に基づく民主主義である。そして，多数決に

基づく民主主義はインドネシア固有の法に存在しない。

（注２）１９４５年５月２８日からの第一回独立準備調査

会会議からの議論によってスカルノらの指導者によっ

て合意された建国の五原則。１９４５年憲法で定められた

インドネシアにおける労使紛争処理制度とその紛争事例
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パンチャシラは，唯一至高の神への信仰，公正で礼節

にかなった人道主義，インドネシアの統一，合議制・

代議制における英知に指導された民主主義，および全

インドネシア国民のための社会的公正よりなる。１９６６

年に成立したスハルト政権は，パンチャシラの一貫し

た実施を掲げ，７８年には，パンチャシラの理解と実践

の指針を定めてその意義を強調した。高橋（１９９５）参

照。

（注３） Keputusan Menteri Tenaga Kerja Repub-

lik Indonesia No. Kep-645/Men/1985 tentang Pedoman

Pelaksanaan Hubungan Industri Pancasila（HIP）（パ

ンチャシラ労使関係実行指針に関するインドネシア共

和国労働力大臣決定 No. Kep-645/Men/1985）なお，

ムシャワラーの意味合いは，独立後のインドネシアに

おいて時期ごとに相違があるが，この点と関連づけた

労使紛争処理制度の検討は別稿で行いたい。

（注４） インドネシアの民主化期以降の労働問題に

関し，Arief（１９９９），Saut（１９９９），水野（２０００；２００２）

が労働運動や労働政策を論じた。ただ，労使紛争処理

制度を論じた研究はまだない。

（注５） Undang-undang No.12 tentang Pemutusan

Hubungan Kerja di Perusahaan Swasta.

（注６）１９６４年民間企業における雇用関係の終了に

関する法律第７条第３項および第４項にいう解雇一時

金，功労金および補償金などの額の決定と，解雇一時

金，功労金および補償金などの付与に必要な賃金の解

釈に関する労働大臣規則第９号（Peraturan Menteri

Perburuhan No.9 Tahun 1964 tentang Penetpan besa

rnya uang pesangon, uang jasa dan gantikerugian

lainya serta pengertian tenang upah untuk keperluan

pemberian uang pesangon, uang jasa dan ganti keru-

gian lainya, termaksud pada pasal 7 ayat（3）dan（4）

Undang-undang tentang pemutusan hubungan kerja

di Perusahaan Swasta）によって，解雇一時金は勤続

期間１年未満は１カ月，１年以上２年未満は２カ月，

以降１年ごとに同様に増えるが３年以上は一律４カ月

の賃金とした。また，功労金は５年以上１０年未満は１

カ月，１０年以上１５年未満は２カ月，以降５年ごとに同

様に増え，２５年以上は一律５カ月とした。さらに補償

金は，未取得年休，勤続１０年などのものに長期休暇を

定めている企業でそれを未取得の場合など代替賃金な

どである。以降，この解雇一時金，功労金および補償

金基準額はたびたび変更された。

（注７） Instruksi tentang Pelaksanaan Undang-

undang Pemutusan Hubungan Kerja di Perusahaan

Swasta, I.M.P. tgl. 29 September 1964 No.9/Inst./64.

また，１９６４年法律第１２号の施行施令 No.15/Inst./64

の原文は，Instruksi tentang Pelaksanaan Undang-

undang tentang Pemutusan Hubungan Kerja di Pe-

rusahaan Swasta I.M.P. tgl. 24 Desember 1964 No.15/

Inst./64.

（注８） ただし，解雇に関し，両者の署名のある合

意契約書があれば，許可付与を拒む理由はない，とし

ている。

（注９） Undang-undang No.5 Tahun 1986 tentang

Peradilan Tata Usaha Negara.

（注１０） Keputusan Menteri Tenaga Kerja Repub-

lik Indonesia No. Kep-645/Men/1985. . .（パンチャ

シラ労使関係実行指針に関する……）。なお，スカル

ノ政権期の労働省（Kementerian Perburuhan）は，

スハルト政権下では労働力省（Departemen Tenaga

Kerja）と名称変更した。そのため関連機関名等も名

称変更した。

（注１１） Peraturan Menteri Tenaga Kerja No. Per

04/Men/1986 tentang Tata Cara Pemutusan Hubun-

gan Kerja dan Penetapan Uang Pesangon, Uang Jasa

dan Ganti Kerugian.

（注１２） また，解雇に至る前の企業による労働者に

対する３回の警告の手続きが指針として示された。ま

た，労働紛争調整委員会において係争中の労働者に対

する給与支払い方法に関し，６カ月以上係争が続く労

働者にたいしては決定まで給与を払う必要がないとす

る規定や，謹慎処分中の労働者には賃金の５０％が６カ

月間のみ支払われるという規定が加わった。

（注１３） Peraturan Menteri Tenaga Kerja Republik

Indonesia No. Per-03/Men/1996 Tanggal 14 Februari

1996 tentang Penyelesaian Pemutusan Hubu-

ngan Kerja dan Penetapan Uang Pesangon, Uang Jas

a dan Ganti Kerugian di Perusahaan Swasta.

（注１４） Keputusan Menteri Tenaga Kerja No.
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Kep. 342/Men/86 tentangPedoman/Petunjuk Umum

Pemerantaraan Perselisihan Hubungan Industrial

Khususnya dalam Menghadapi Kasus―Kasus Menge

nai Lembur, Pemogokan, Pekerja Kontrak, PHK, dan

Perubahan Status atau Pemilikan Perusahaan.

（注１５） Keputusan Menteri Tenaga Kerja No. Kep.

15A/Men/ 1994 Tanggal 4 Januari 1994 tentang

Petunjuk Penyelesaian Perselisihan Hubungan Indus-

trial dan Pemutusan Hubungan Kerja di Tingkat

Perusahaan dan Pemerantaraan.

（注１６） Surat Edaran No. B.79/BW/94 Perihal: Pen-

jelasan Kepmennaker No. Kep. 15 A/Men/1994.

（注１７） Keputusan Menteri Tenaga Kerja No. Kep.

120/Men/1988 tentang Pedoman Penuntun Perilaku

dalam Pencegahan dan Penyelesaian Perselisihan In-

dustrial. なお，中央労働紛争調整委員会が２０００年に扱

った労使紛争２２２８件のうち，２１４６件は解雇紛争であっ

た。残りの８２件（その他の労使紛争）に利益紛争と権

利紛争が含まれると考えられる。その紛争のほとんど

は解雇をめぐる紛争であった。データは，中央労働紛

争調整委員会事務局内部資料より。

（注１８） Undang-undang Republik Indonesia Nomor

21 Tahun 2000 tentang Serikat Pekerja/Serikat Buruh.

（注１９） Peraturan Menteri Tenaga Kerja Republik

Indonesia No. Per-05/Men/1998 tanggal 27 Mei 1998

tentang Pendaftaran Organisasi Kerja.

（注２０） Keputusan Menteri Tenaga Kerja Repub-

lik Indonesia No. Kep-150/Men/2000 tentang Penye-s

esaian Pemutusan Hubungan Kerja dan Penetapan

Uang Pesangon, Uang Penghargaan Masa Kerja dan

Ganti Kerugian di Perusahaan Swasta.

（注２１） 登録番号は，B. 658/M/BW/99.

（注２２）２０００年労組法は，組合届け出制をとってい

るが，この成立は２０００年８月であったため，A社友

愛自由組合支部は，９８年労働力大臣規則にしたがい登

録手続きをとった。

（注２３） 筆者による２００２年１月８日の A社人事部

長代理にたいするインタビュー結果。

（注２４） 筆者による２００１年４月２８日の友愛自由労組

中央執行委員とのインタビュー。

（注２５） 筆者による２００２年１月８日の A社人事部

長代理にたいするインタビュー結果。

（注２６） 筆者による２００１年３月２５日の A社友愛自

由労組委員長に対するインタビュー結果。

（注２７） Putusan Panitia Penyelesaian Perselisihan

Perburuhan Pusat No.441/357/62―8/IX/ PHK/4―2000

tentang Pemutusan Hubungan Kerja antara PT. A

dengan Sdr. C, dkk（６６７orang）. Tertanggal 3 April

2001（A社および Cら６６７人の間の雇用関係の終了に

かんする２００１年４月３日中央労働紛争調整委員会決定

No.441/357/62―8/IX/PHK/4―2000）．

（注２８） 筆者による２００１年３月２５日の A社友愛自

由労組委員長に対するインタビュー結果。

（注２９） 筆者による２００２年１月８日の A社人事部

長代理にたいするインタビュー結果。この呼びかけに

応じて再就労した組合員のなかには，友愛自由

労組員に暴行をうけたものもいた。Putusan Panitia

Penyelesaian Perselisihan Perburuhan Pusat No.441/

357/62―8/IX/ PHK/4―2000...（A社および Cら……）。

（注３０） Surat Perjanjian diantara PT A dengan

SBM SK tertanggal 14 Februari 2001（２００１年２月１４

日 A社および友愛自由労組との間の協約書）。

（注３１） 筆者による２００１年４月２８日の友愛自由労組

中央執行委員とのインタビュー。

（注３２）１９８１年賃金保護にかんする政府規則第８号

（Peraturan Pemerintah No.8: Tahun 1981 tentang Per-

lindungan Upah）の第４条でこの原則がうたわれて

いる。

（注３３） 友愛自由労組中央執行委員は，２００１年３月

２５日の筆者のインタビューに対し，職場復帰の闘争は

必ず勝利すると答え，同年１月６日よりのデモに当初

参加しながら途中で，会社の呼びかけに応じながら自

主退職においこまれた約２００人を，組合の連帯よりも

個人の利益を優先したためにそうなったのだと語った。

結果をみると，�連帯を優先した�６６７人は全員解雇さ

れたが，ストの途中で組合を離れて再就業しようとし

結果的に自主退職に追い込まれた元組合委員よりも，

はるかによい解雇条件を得た（解雇一時金の有無等）

ことは事実であった。

（注３４） 例えば，会社による２０００年５月６日の暴力
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事件，同年６月２３日の組合による会社幹部の軟禁，２００１

年２月１９日の組合による労働力省ジャカルタ州労働力

事務所の破損事件など。

（注３５） 多くの労使紛争において会社はやくざを用

いる［水野２００２］。日系自動車部品メーカー，カデラ

ARインドネシア社の労使紛争において，２名の労組

員が死亡するという事件があり，これはやくざの襲撃

が原因であった。２００１年３月の事件。�一名死亡，数

十人がケガ。何百人のやくざがスト中労働者を襲撃�

（Republika 誌，２００１年３月３０日）など。

（注３６） 幾つかの有名なやくざ組織があり，企業や

政治組織などに利用される。中核メンバー以外は，ジ

ャカルタ市内の各所からかき集められた失業青年らに

より構成される。地域社会における隣組（RT）など

の隣邦組織とは，基本的に関係がない。筆者による２００１

年３月２５日の A社友愛自由労組支部委員長に対する

インタビュー結果。

（注３７） 筆者による２００２年１月８日の A社人事部

長代理にたいするインタビュー結果。

（注３８） 筆者による２００１年３月２５日の A社友愛自

由労組委員長に対するインタビュー結果。

（注３９） Putusan Panitia Penyelesaian Perselisihan

Perburuhan Pusat No.441/357/62―8/IX/ PHK/4―2000...

（A社および Cら……）。

（注４０） Surat Pembelaan DPB Setiakwan di P 4 P

untuk Sidang C dkk（667 orang）Karyawan PT. A.

tertanggal 15 Maret 2001 No.0138/DPB―SBM SK/III

01（A社従業員 Cら６６７人のため２００１年３月１５日の中

央労働紛争調整委員会における友愛自由労組中央委員

会の弁護書 No.0138/DPB―SBM SK/III 01）．

（注４１） Undang―undang No.8 Tahun 1981 tentang

Kitab Undang―Undang Hukum Acara Pidana.

（注４２） Undang―undang No.23 Tahun 1948 tentang

Undang-undang Pengawasan Perburuhan（労働監督

法に関する１９４８年法律第２３号）によって，労働監督官

は法律違反や犯罪を取り調べる権限が与えられている。

（注４３） 会社に対するインタビューで，この労使紛

争の件で，労働監督官に調書を取られたことがあるの

かとの問いに対し，人事部長代理はそれはないとの回

答であった（２００２年１月８日のインタビュー）。

（注４４） 筆者による２００２年１月１０日の労働力省労働

監督課員に対するインタビュー結果。

（注４５） 筆者による２００３年２月４日のジャカルタ法

律擁護協会労働問題担当弁護士に対するインタビュー

結果。

（注４６） 筆者による２００１年１２月７日の元労働力省労

使関係育成労働力保護局長に対するインタビュー結果。

（注４７） 筆者による中央労働紛争調整委員会事務局

員に対する２００１年１２月１２日のインタビュー結果。

（注４８） 筆者による２００１年１２月７日の元労働力省労

使関係育成労働力保護局長に対するインタビュー結果。

（注４９）２００１年２月にストがあった日系企業 K社

の事例は数少ない合法ストの事例であった。

（注５０） Putusan Panitia Penyelesaian Perselisihan

Perburuhan Pusat No.441...（A社および Cら……）。
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付表 A社における労使紛争経過（２０００～２００１年）

（かっこ内は出所を示す）

２０００年
２月１９日（土）

１９９８年８に期限がきていた Bグループ統一労働協約の改訂交渉が，１９９９年１１月より始
まる。その過程で，その後結成された新労組の役員や全インドネシア労働組合連合金属
機械産業労組 A社支役員を含む従業員が待遇改善をもとめて�自発的に�ストライキ。
臨時に編成された１０名の労働者代表と会社の間で数回話し合いが行われ，食堂の改善，
制服や靴の支給などが合意，実施に移される。�１

２０００年４月 従業員２０００人の A社に１２００人の組合員をもつ A社友愛自由労組支部が結成され，労働
力省西ジャカルタ市事務所に通知。それまでは，全インドネシア労働組合連合金属機械
産業労組 A社支部のみ存在。�２

２０００年
５月３日（水）

友愛自由労組は文書で要求を提出。
・１．最低賃金遵守，２．労働力社会保険制度の家族に対する医療給付の実施と，労働者社
会保険保険料払いの不明朗問題の説明を要求，３．食事手当て，４．交通費手当て，５．勤
続手当，６．有期契約労働者の無期契約労働者への変更，７．一方的配転の廃止，８．処遇
における華人・非華人間の差別廃止。企業は要求を無視。
・会社は A社友愛自由労組支部の存在を認めようとせず。そのため，A社友愛自由労
組は支部は，デモを行う。会社は全インドネシア労働組合連合金属機械産業労組 A

社支部のみを相手にする。�２�３
・会社は，A社友愛自由労組支部の結成が，デモのさい手続き不明に行われ，委員長
の選挙もなかったとして，A社友愛自由労組支部を認めず。�４

５月６日（土） 企業の団交要求無視に対して，全インドネシア労働組合連合金属機械産業労組 A社支
部役員を除くほぼ全従業員が会社でデモ。朝９時に話し合いの予定を会社はチュンカレ
ン警察署長を通じて１１時に延ばす。会社は延期を続け，午後２時，労働者は，市内の B

グループ中核企業にむけてデモ行進。午後４時，労組員に対し，企業側役職者がやくざ
とともに暴行。労組員４人が負傷。人事部役職者や職長，やくざなど５２人が警察に連行
される。２日後に釈放。警察は，送検せず。会社は４人の釈放のため約１億ルピアを払
う。以降，警察や検察はこの問題を取り上げず。�３

５月７（日）～
２６日（金）

A社友愛自由労組員のデモ継続。
・１．上記項目の要求，２．暴行者に対する処罰の要求。
・組合は，警察，国家人権委員会などに訴えるが，反応なし。一方，国会は対応する。�３
・一部の A社友愛自由労組員は，全インドネシア労働組合連合金属機械産業労組 A社
支部の解散を要求。�１�３

５月１６日（火） 国会第６委員会は A社労使紛争問題を取り上げ，関係者間の協議の推進を確認。�５

５月２６日（金） 国会第６委員会の場において国会議員（ヤコブ〔Jacob Nuwa Wea〕現労相）らの三度目
の呼びかけに会社が応じて�２，A社と従業員代表の間で合意が成立。
妥結点：
１．勤続手当要求に企業は基本的に同意。実施は８月，企業の財政状況に応じ実施。
２．従業員家族への労働力社会保険を適用を，現行法に従って実施する。
３．５月３日から２６日の不就業期間中の本俸の５０％の賃金および恒常的付加給の支払
い。
４．従業員は，５月２７日に通常とおりに就業する。もしその日に就業復帰しない従業
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員があれば，自主退社とみなす。�６
その他の項目は，会社において両者の間で協議を継続する。�２

５月２７日（土） A社友愛自由労組員全員職場復帰。�２�４

６月１２日（月） 労働力省西ジャカルタ市事務所調停官は，労使を呼びだし事情聴取。A社友愛自由労
組支部は，友愛自由労組中央執行委員会の者が同伴。�８

６月中旬（国
会における

労使妥結か

ら２週間後）

５月２５日国会の駐車場において，会社所有の３台の車が損傷され，会社文書と携帯電話
が盗難された容疑で，友愛自由労組委員長と役員を含む５名が会社によって告訴され，
警察で取り調べをうける。調書を取られる。�３�７
友愛自由労組は，当時交渉中で，委員長らは現場におらず，車両破損も文書盗難も身に
覚えはないと主張。当日，テキサマコ，ソニー，マスピオン各社など労働者やチマチャ
ンの農民など多数のグループが国会に押し掛けており騒然としていた。�３

６月１９日（月） 委員長と役員が警察に取り調べられていることから，A社友愛自由労組員が会社内で
デモ。１５人の友愛自由労組組合員が会社の入り口に長いすを置いて第１シフトの従業員
の入場を妨害。�８
要求は：
１．国会における合意事項の実行。
２．友愛自由労組の存在を会社が認めること。
３．委員長と組合役員に対する刑事告発への抗議。
会社はストの中止を勧告。午後，委員長らが警察から解放され，デモ終了。�３

６月２１日（水） 会社は友愛自由労組員１５人に解雇許可申請を地方労働紛争調整委員会に行う。�８
１５人のうち４人は A社友愛自由労組役員。�３

６月２２日（木） 会社は，１５人の解雇を通告（ただし，最終決定は地方労働紛争調整委員会決定をまつ）。
A社友愛自由労組員は再度，会社内でデモ。�３

６月２３日（金） 会社は，１５人に対し，地方労働紛争調整委員会決定までの謹慎処分発表。
これに対し，A社友愛自由組合労組員はこぞってデモを行う。４０人の人事課などの職
員を軟禁し団体交渉を迫り，人事部長に対し，解雇決定書の廃棄やその辞任を要求。こ
の過程で，警備員に対し，ディーゼルモーターの電源を切るよう要求。人事課の部屋を
一部を破壊，会社内の全インドネシア労働組合 A社支部の部屋の一部を破壊。�２
会社は，６月２２日の文書の廃棄と人事部長の辞任を友愛労組代表との間で合意。�１１
友愛組合は，労働者を上回るやくざが会社の外におり，人事部長を拘束して一緒にいな
ければ，やくざに襲撃されたと主張。�３

６月２４日（土） 生産再開。警察と NGOを名乗るやくざが会社前に常駐。�３

７月１１日（火） 労働力省市事務所よりの呼び出しに対し，A社友愛自由労組は，企業が応じないため
これまで労使交渉が持たれたことがない点，および５月６日の会社による組合員に対す
る暴行の際，組合員にこぶし大の石をなげた人事部長の解雇を主張。�１５

７月２０日（木） 労働力省西ジャカルタ市事務所調停官は，労使を呼びだし意見を聞く。組合は国会にお
ける合意の実施と，１５名の職場復帰を主張。�８

７月２６日（水） 友愛自由労組 A社支部が労働力省西ジャカルタ市事務所に登録完了，組合員数は１２７５
名。�３

７月中 ５月２５日の国会駐車場会社車両破損・文書盗難事件にかんし，警察は，A社友愛自由
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労組委員長らの容疑は証拠不十分として不起訴とし，再就労を勧める。�７

７月２７日（木） 労働力省西ジャカルタ市事務所調停官は，労使を呼びだし意見を聞く。�８

８月１０日（木） 労働力省西ジャカルタ市事務所調停員は，
１．１５人は暴力行為の理由で無条件解雇が妥当，
２．解雇一時金支払いはなし，
３．勤続報奨金および補償金は支払う，
とする調停案を提出。これは，会社は受入を表明，組合は拒否を表明。�８
組合は，国会における労使合意を尊重しない労働力省県事務所調停員に抗議し，会社に
よる国会における労使合意の実施を要求。�９
以降，１１月まで，友愛自由労組は，国会における労使合意の実施を主張し，それを会社
に求めずに解雇問題を議論する労働力省事務所および中央労働紛争調整委員会の呼び出
しに応じず。�１０

８月１８日（金） Bグループの統一労働協約が締結される。この交渉について，友愛自由労組 A社支部
には知らされず。会社は，全インドネシア労働組合連合金属機械産別労組 A社支部と
の間で協約を結び，５月２６日の国会における合意事項を実施したと主張する。�３
全インドネシア労働組合連合金属機械産別労組 A社支部も交渉に，A社友愛自由労組
を交えず。�１
会社によると，協約内容は，すべての従業員に適用される。�４

８月２５日（金） 労働力省ジャカルタ首都特別州事務所は，調停報告書を添えて，問題を中央労働紛争調
整委員会に調停の申請。�８

９月２８日（木） 中央労働紛争調整委員会は，労使を呼んでヒアリングと行おうとするが，会社側は出席
しようとするも，組合側は出席を拒否。�８

１０月１６日（月） 係争中の組合員一人が自主退職を表明。�８

１１月中 ５月２５日の国会駐車場会社車両破損・文書盗難事件にかんし，ジャカルタ警察は，A

社友愛自由労組委員長ら５名の再度の出頭を求める。５名は収監され，高等検察庁が取
り調べ。法律擁護人権弁護士グループ（PBHI）の身柄保証で，保釈。�７

１１月２３日（木） 中央労働紛争調整委員会は労使からのヒアリング。会社側は出席，組合側出席拒否。中
央労働紛争調整委員会は，同日，仲裁決定を下す。
１．当該組合員は暴力，破壊，脅迫を行った重大過失があり，解雇が妥当。
２．自主退職表明者は１０月１６日をもって解雇。
３．その他の１４名は，１１月３０日をもって無条件解雇。
４．解雇一時金の支払いはなし。
６．勤続報奨金と補償金は規定とおりの支払い。
７．謹慎中（１１月）は本給の７５％。
８．２０００年のルバラン一時金は１カ月の支払い。�８

１２月５日（火） 中ジャカルタ地方裁判所で，国会駐車場会社車両破損・文書盗難事件に関する，友愛自
由労組委員長らに対する公判が始まり，検察は１年から５年の禁固刑を主張。�７�１３

１２月１８日（月） 友愛自由労組中央執行委員会，法務・人権大臣に対し，国会駐車場会社車両破損・文書
盗難事件に関する裁判に関して，特定者による策謀であり法の前に不平等であるとし，
検察や告発者の処罰を要求。この策謀が図られるのならあらゆる方法でその意図を暴露
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する必要があると主張。�１３

２００１年
１月３日（水）

A社友愛自由労組支部，中央労働紛争調整委員会の１１月２３日の決定に関する，１２月２３
日付け中央労働紛争調整委員会事務局よりの手紙を受け取る。�１４

１月６日（土） A社友愛自由労組員８００名余りは，�不当解雇�された１５人に対する連帯のため自主的
に会社の門の前に集まり，デモを行い就業せず。�３
他の従業員の入場を妨害。要求は，１．会社は５月２６日の国会における妥結点をすぐ実行
すべき，２．不当解雇された１５人の即時職場復帰 �２

１月７日（日）～
２月２３日（金）

デモと不就業が継続。会社は，デモ参加者を上回るやくざを動員。しばしばデモ組合員
とやくざが衝突。�３

１月７日（日）～ 会社は，NGO（やくざ組織）とともに，従業員が就労するよう自宅まで送り迎え，デモ
（スト）参加者にも自宅に迎えに行き，デモ（スト）切り崩しを図る。これに対し，組合
も対抗，しばしば衝突，全インドネシア労組組合員が暴行を受けたことも。�３

１月８日（月） 中ジャカルタ地方裁判所で，国会駐車場会社車両破損・文書盗難事件に関する，A社
友愛自由労組委員長らに対する公判。�７

１月８日（月），
１１日（木），１５
日（月），１８日
（木）

会社は，スト参加者に対し，職場復帰を呼びかけ，警告する手紙を送付。
会社は，１７日正午までに職場復帰をし，これまでの行為を反省し，今後このような行為
をしないことを誓う，などを内容とする文書への署名をすれば再雇用すると掲示。この
時までに再雇用申請をしなければ，会社はスト参加者を自主退社とみなすとする。�４
友愛自由労組によると，多くの組合員はやくざが怖くて会社に近づけず。会社に入るの
は一人ずつのみで，入った組合員は，そのまま，白紙の書面に署名する，ないし自主退
社の書類に署名し，功労金を受け取ってそのまま帰宅するよう要求される。この要求を
のまないと，やくざや従業員に暴行を受ける。この結果，２００人くらいが自主退職に追
い込まれる。�３
会社によると２４人は職場復帰した。�４

１月１５日（月） 労働力省労使紛争調整局長は，友愛自由労組員の労働力省へのデモと，国会における妥
結の実施と会社によるやくざ使用の中止の訴えに関連し，労働力省ジャカルタ州事務所
長に対し，法律に従った早急な解決を要請する。�１２
友愛自由労組は，１１月２３日の中央労働紛争調整委員会決定に対する労働力大臣による拒
否権発動を要請。�１４

１月２２日（月） 中ジャカルタ地方裁判所で，国会駐車場会社車両破損・文書盗難事件に関する，A社
友愛自由労組委員長らに対する公判。�７

１月２４日（水） 中ジャカルタ地方裁判所で，国会駐車場会社車両破損・文書盗難事件に関する，A社
友愛自由労組委員長らに対する公判。裁判官は，公判を継続するに値しない事件である
として，被告の無罪を言いわたし，その釈放を命令。スト中の A社友愛自由労組組合
員は，公判後，会社への再就労を試みるが，やくざに阻止される。�７

１月２５日（木） 友愛自由労組，政治社会治安担当調整大臣に問題を訴える。大臣法律顧問がうけ，関係
各機関の調整を行うと約束。以降，この約束は果たされず。�７

２月１２日（月） A社友愛自由労組員は，労働力省ジャカルタ州事務所の建物の前でデモ。労働力省事
務所職員と交渉。�２

２月１４日（水） プラザマンガドゥア・ホテルなどで会社と友愛自由労組が交渉。１．中央労働紛争調停委

インドネシアにおける労使紛争処理制度とその紛争事例

195



員会決定のあった１５人につき，会社側交渉委員は株主や経営上層に働きかけて，紛争を
労使で解決し，行政裁判所や最高裁に持ち込まないようにする，２．係争中の６６５人に関
し，労働力省西ジャカルタ市調停官のもとで公式な交渉を行うこと，３．会社は１月の給
与を２月１７日に支払うことで妥結，協約締結，労働力省ジャカルタ州事務所長が立ち会
う。�１６

２月１５日（木） 会社は，６６７人のスト参加者の解雇を中央労働紛争調整委員会に申請。�２

２月１７日（土） 会社は，１月分の給与の支払いに関する２月１４日の約束を反故にし，１月の給与は，ス
ト参加者が自主退職を認め，勤続報奨金を受け取る時にのみ払うこととする。�３
友愛自由労組員は，労働力省ジャカルタ州事務所の建物の前でデモ。労働力省事務所職
員らと交渉。建物に乱入して，器物を破損する。�２

２月１９日（月） 友愛自由労組員は，労働力省ジャカルタ州事務所の建物の前でデモ。労働力省事務所職
員らと交渉。建物に乱入して，器物を破損する。�２

２月中 労働力省労使関係育成労働力保護局長名で，友愛自由労組に対し，労働力大臣は，１１月
２３日の中央労働紛争調整委員会決定に対し拒否権を行使せず，決定の廃棄ないし延期は
ないとの決定が伝えられる。�２

２月２１日（水） 労働力省ジャカルタ州事務所調停官の調停。会社は，１月６日以来，長期に無断欠勤を
続け暴力を働いた６６７人の解雇を主張。会社は，解雇一時金を支払う意思はないとする。
A社友愛自由労組支部は，会社は，２０００年５月２６日の約束を今日まで実行しようとせ
ず，すでに登録済みの組合をいまだ認めず，さらに１５人を不当解雇したその態度はきわ
めて不当であり，規定の５倍の解雇一時金，功労金，補償金を払えば，いまや協調の困
難な会社を退職する用意がある，とした。
調停官は，企業が約束を守らない，友愛自由労組を認めない，などの落ち度があり，ま
た組合側にも，暴力行為があり，また１月６日以降のストも，充分合議を行った上の行
動といえないことから正当化できず，長期無断欠勤の落ち度があった，と判断し，以下
の調停を下す。
１．６６７人の解雇を認める
２．解雇一時金，勤続報奨金，補償金は労働力大臣規則 No.Kep-150/Men/2000に従
い支払う。
３．２００１年１月の給与は全額支払う。法定最低賃金額を下回るものについては最賃額
と等しい額を払う。

とした。これに対し，労働組合は受諾を拒否，会社も拒否。�２

２月２３日（金） 労働力省ジャカルタ州事務所調停官は，問題について，中央労働紛争調整委員会に早期
解決のため仲裁申請。�２
労働力省ジャカルタ州事務所は，２月１７日と１９日の友愛自由労組組合員による器物破損
に関連し，A社に８８４万ルピアの損害金に請求。�２

３月２日（金） 全インドネシア労働組合連合金属機械産業労組 A社単組は，ノーワークノーペイの原
則に則り，A社友愛自由労組員６６７人に対する解雇一時金なしの解雇を中央労働紛争調
整委員会に要求。もし中央労働紛争調整委員会が，会社に対して，６６７人への１月の給
与の支払いを命じ，解雇一時金の支払いを伴う解雇を認めたら，全インドネシア労働組
合連合金属機械産業労組 A社支部は同様の扱いを会社に求めると主張。�２

３月７日（木） A社，労働力省ジャカルタ州事務所に，２月１７日と１９日の友愛自由労組組合員による
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器物破損損害金の支払いを行う。�２

３月１５日（木） 中央労働紛争調整委員会は，会議を開き，労使を呼んで話を聞く。
労組は，２０００年法律２１号（労組法）などを違反した企業の処罰を主張。また，会社は約
束違反を繰り返し，差別的扱いをしているとして，６６７人の職場復帰，１５人の職場復帰，
補償金の支払い，２００１年１月の賃金の早急な支払いを要求。会社は，友愛自由労組が一
部のものによる他者に対する強制でできたとして，認めないと主張。�２

３月２７日（水） 友愛自由労組は，２００１年１月の給与の不足分として，イスラーム断食中の食事手当，残
業手当，年休・長期休暇の補償を改訂された法定最低賃金額にそって全額支払うこと，
また２月と３月の賃金を支払うことを要求。�２

４月３日（火） 中央労働紛争調整委員会は，以下の判断をした。
１．紛争の発端は，２０００年５月に A社友愛自由労組支部が諸要求を出し交渉を要求
した際，A社友愛自由労組支部を認めない会社がこれを無視したことにあり，そ
のためにデモが起こった。また，労働者が国会でデモを行い，国会において労使交
渉が妥結し，その他の項目は企業で話し合いを続けると合意されたが，会社に戻る
や会社は話し合いを行おうおとしなかった。
２．２００１年１月６日から２月２０日までの間，会社による再就労の呼び出しの手紙があ
ったことは労働者は知っていたが，会社に入ろうとすると自主退職を強制されるの
で，社内の告知はみていなかった。しかし，この間の不就労は，解雇の理由となる
労働者の過失である。
３．２００１年２月のホテルにおける労使の話し合いで，１月分の賃金の支払いは合意さ
れていた。
４．A社友愛自由労組支部は，いかなる要求であれ，１９５７年法律第２２号に従った手
続きを取るべきである。デモは禁止されていないとは言え，ストライキとして規定
に従った手続きをとるべきであった。また，ストは極力避けるべきであった。
５．会社が友愛自由労組を認めなったことに関し，中央労働紛争調整委員会は企業を
罰する立場にないが，それが事実とすれば企業の対応は配慮に欠ける。
６．会社によると，労働者は，就労しようとする他の労働者の登社を妨害し，また帰
宅もできなかった。さらに２００１年２月には労働力省ジャカルタ州事務所を破損し，
損害を与えた。これらは，解雇の理由となる労働者の過失である。
７．労働者の行為に過失があるが，労働者の行為は，企業による２０００年５月の国会に
おける合意事項の不実行にあり，したがって労働者の過失は，解雇一時金のない解
雇をもたらす重大な過失とはいえない。
８．２０００年５月の国会駐車場における車両破損事件は，２００１年２月に提出された雇用
関係終了許可申請とは関係なく，労働者の重大な過失を構成しない。

以上の判断に基づき，以下の決定を下す。
１．会社による２００１年２月２８日付の６６７人の解雇を認める。
２．会社は，解雇一時金，勤続報奨金，補償金を規定とおり支払う。
３．２０００年の休暇補償は１２日分とし，勤続１０年以上は１８日分の長期休暇を加算する。
４．２００１年１月２月の給与につき，断食中の食事手当，残業手当を含む全額を払い，
賃金額は２００１年１月に改定された法定最低賃金額に応ずる。�２

５月中 会社および友愛自由労組の双方が中央労働紛争調停委員会決定の受け入れを表明。労働
力省西ジャカルタ市事務所において，解雇一時金などの支払いが行われる。�１

（出所） �１ ２００２年１月８日の，全インドネシア労働組合連合金属機械産業労組 A社支部委員長との筆者によ

インドネシアにおける労使紛争処理制度とその紛争事例

197



るインタビューより。
�２ Putusan Panitia Penyelesaian Perselisihan Perburuhan Pusat No.441/357/62―8/IX/PHK/4―2000 tentang

Pe mutusan Hubungan Kerja antara PT. A dengan Sdr. C, dkk（667 orang）. Tertanggal 3 April 2001

（A社および C氏ら６６７人の間の雇用関係の終了にかんする２００１年４月３日中央労働紛争調整委員会決定
No.441/357/62―8/IX/PHK/4―2000）。

�３ ２００１年３月２５日の友愛自由労組 A社支部委員長に対する筆者によるインタビュー結果。
�４ ２００２年１月８日の A社人事部長代理にたいする筆者によるインタビュー結果。
�５ Laporan Singkat Komisi VI DPR―RI（Sub Komisi C）dalam Pertemuan dengan SBM（Serikat Buruh

Merdeka）“Setia Kawan” dan Karyan PT. A.（友愛自由労組および A社従業員との会合に関する国会第
６委員会［C小委員会］概報）

�６ Surat Kesepakatan Bersama diantara PT. A dan Perwakilan dari Pekerja PT. A disaksikan oleh Komisi

VI DPR RI tertanggal 26 Mei 2000.（A社および A社従業員代表との間の国会第６委員会の立ち会いの
もとにおける２０００年５月２６日共同合意文書）

�７ Kronologi tentang Permasalahan Perburuah di PT A, untuk data Menkopol Soskam RI, Dewan Pengu-

rus Besar Serikat Buruh Merdeka Setiakawan, tanggal 31 Januari 2001.（２００１年１月３１日の友愛自由労
組中央執行委員会から政治社会治安担当調整大臣にむけた A社労働問題にかんする経過報告書）

�８ Putusan P 4 P No.1788/1658/247―8/IX/PHK/11―2000 tentang pemutusan hubungan kerja antara PT.

A dengan Sdr. D dkk, 23 Nopember 2000（A社と D氏らとの間の雇用関係の終了に関する２０００年１１月２３
日中央労働紛争調整委員会決定 No.1788/1658/247―8/IX/PHK/11―2000）

�９ Surat dari DPB Serikat Buruh Merdeka Setiakawan beralamat kepada Menteri Tenaga Kerja mengenai

Penegasan DPB SBM―SK tentang Sidang Perantaraan Kasus PHK ke 15 Orang Karyawan/ti PT. A tang-

gal 23 Agustus 2000.（A社１５人の従業員に対する雇用関係終了問題調停会議に関する労働力大臣宛の２０００
年８月２３日付友愛自由労組中央執行委員会文書）

�１０ Surat dari DPB Serikat BuruhMerdeka Setiakawan beralamat kepada Ketua P 4 Pusat perihal Penolakan

atas Panggilan Dinas P 4 Pusat tertanggl 18 September 2000.（中央労働紛争調整委員会事務局出頭要請
拒否に関する友愛自由労組中央執行委員会の２０００年９月１８日付け中央労働紛争調整委員会宛文書）

�１１ Perjanjian Bersama antara pihak Direksi dengan personelia PT. A dengan Perwakilan Pekerja/Buruh

PT. A.（A社人事部と A社労働者代表との間の協約書）
�１２ Surat dari Direktur Penyelesaian Perselisihan Industrial Departement Tenaga Kerja nomor B―9/BW

/981/2001 Perihal Unjuk Rasa PT. A tertanggal 15 Januari 2001.（A社デモに関する労働力省労使紛争
調整部２００１年１月１５日文書 No.B―9/BW/981/2001）

�１３ Surat Mohon Perhatian yang Sangat Serius atas Rekayasa Peradilan Terhadap Buruh dari Dewan Pengu

rus Besar Serikat Buruh Merdeka Setiakasan tertangggal 18 Desember 2000.（２０００年１２月１８日付け友愛
自由労組中央執行委員会の労働者への裁判所による策謀に対する強い注意喚起要望書）

�１４ Surat Permohonan Veto Menteri untuk Putusan P4P dalam Masalah PT. A dari Dewan Pengurus

Besar Serikat Buruh Merdeka Setiakawan tertanggal 15 Januari 2001.（２００１年１月１５日付け友愛自由労
組中央執行委員会による A社問題に関する中央労働紛争調整委員会決定に対する大臣拒否権発動の要望
書）

�１５ Surat dari DPD Serikat Buruh Merdeka Setiakawan Mengenai Penolakan PHK dengan Tegas berala-

mat kepada Kepala Depnaker Jakarta Barat tertanggal 11 Juli 2000.（友愛自由労組中央執行委員会の明
確な解雇拒否に関する労働力省西ジャカルタ市省事務所長に対する２０００年７月１１日文書）

�１６ Surat Perjanjian diantara PT A dengan SBM SK tertanggal 14 Februari 2001.（２００１年２月１４日の A

社と友愛自由労組との間の協約書）
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